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AED 2019 1,171,152
PAD 981,478

2019 100,012 PAD
167,810 20,363 PAD

616,519 AED
 

AED

AED 2019 62 AED
AED  

 

A．調査目的 

2004
AED

AED
AED

AED
 

 

B．調査方法 

AED

AED
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（調査項目） 

AED  
2017,2018,2019 12 AED

AED
PAD public access defibrillator

 
AED PAD  

AED 2020
 

1) AED

2)

 
PAD  

AED AED
AED

 
 

C．調査結果（2019年） 

1．AEDの製造販売業者数 

AED
16 2004

2019
2019

 

2．AEDの販売台数 

16 2004
2019 12 AED
図表１  

 

図表１ 
  

AED 販売台数の累計 

（16 年間：平成 16～令和元年） 

医療機関 164,670  14.1% 

消防機関 25,003  2.1% 

PAD 981,478  83.8% 

合計 1,171,152  100.0% 

 
16 2004 AED

図表２  
16 2004 AED

図表３

2019 100,012 PAD
 

2019 12
PAD 図表４  

3．AEDの耐用期間 

AED
AED 2020 PAD

図表５

6.5 8 7.3
2020

 
 
図表５   

製造販売 

業者 
機器名 

耐用 

期間 

A 社 カルジオライフ AED-3151 8 

 
カルジオライフ AED-3150 8 

 カルジオライフ AED-3100 8 

 カルジオライフ AED-2151 6 

B 社 サマリタン PAD 450P 8 

 ライフパック CR2 8 

 
ライフパック CR Plus 8 

 
サマリタン PAD 350P 7 

C 社 ハートスタート HS1+ 7 

 
ハートスタート FRx+ 7 

D 社 シーユーＳＰ１ 7 

 
アイパッド NF1200 7 

E 社 ZOLL AED Plus 7 

F 社 HDF-3500 7 

G 社 RQ-6000 7 

 
平均耐用期間（全製品） 7.3 
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4．廃棄登録台数（PADに限る） 

PAD
167,810

 
20,363

26,715
 

5．廃棄登録台数からみた設置 PAD台数の推測 

PAD
734,020

PAD
図表６  
 

図表６ 
  

 
設置 PAD 台数の推測（１） 

①PAD 累計販売台数 981,478  

②うち累計廃棄台数 167,810  

（2019 年の新規の登録数） 20,363  

③廃棄の割合（②／①） 17.1% 

④販売累計-廃棄累計 813,668  

※各製造販売業者が把握しているものに限られている	

6．AEDの廃棄台数の捕捉率 

AED

54.1% 55.8%
1.7%  

 
AED

 
AED

 
2011 AED

310,075
 

2019 167,810
147,447  

AED  
167,810 310,075 54.1  

55.8%  
30 80%

5  

7．耐用年数からみた設置 PAD台数の推測 

PAD
2012

2013 19

61.7
図表７  

 
図表７ 

   
設設置置 PPAADD 台台数数のの推推測測（（２２））  

①PAD の耐用年数 ７年間 

②耐用期間中である PAD   

（2013～19 年の合計） 616,519  

 

D．考察 

1．年間の販売台数 

PAD
2008 68000

2011 46000
10

 

2．販売台数と設置台数 

AED

AED
AED
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PAD
PAD

PAD PAD
 

AED

AED
PAD

PAD
PAD

 
PAD

AED

AED

AED

 

3．廃棄登録の把握 

PAD
AED

AED

AED
30 80%

 
AED

AED

3)

AED

AED

AED

 

4．本調査の意義 

4)5) 6) 7) 

AED
8)9)

AED
 

 

E．結論 

117 AED
AED PAD 84 98

AED 2019
62

AED

AED
AED

 

 
 

F．研究発表 

1．論文発表 

 
2．学会発表 

1  
AED

46
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G．知的財産権の出願・登録状況 
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8) Kitamura T, et al. Nationwide Public- 

Access Defibrillation in Japan. N Engl J 
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9) Kitamura T, et al. Public-Access Defibril- 
lation and Out-of-Hospital Cardiac Arrest 
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27;375(17):1649-1659. 
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図表４	 都道府県別の PAD の販売台数	 （令和元年（2019）年１月～12 月）	
	

	

北海道	 3,501	

青森	 849	

岩手	 792	

宮城	 1,869	

秋田	 768	

山形	 827	

福島	 1,437	

茨城	 2,393	

栃木	 1,533	

群馬	 1,696	

埼玉	 4,515	

千葉	 5,257	

東京	 14,769	

神奈川	 6,729	

新潟	 1,765	

富山	 736	

石川	 810	

福井	 608	

山梨	 1,060	

長野	 2,002	

岐阜	 1,542	

静岡	 2,918	

愛知	 5,425	

三重	 1,924	

滋賀	 1,139	

京都	 1,575	

大阪	 5,726	

兵庫	 3,595	

奈良	 852	

和歌山	 791	

鳥取	 420	

島根	 755	

岡山	 1,290	

広島	 2,148	

山口	 1,143	

徳島	 595	

香川	 911	

愛媛	 1,479	

高知	 642	

福岡	 3,846	

佐賀	 593	

長崎	 975	

熊本	 1,144	

大分	 925	

宮崎	 1,035	

鹿児島	 1,394	

沖縄	 1,313	

総計	 100,012	
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平成 29-31（令和 1）年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

『市民によるＡＥＤのさらなる使用促進とＡＥＤ関連情報の取扱いについての研究』 

分担研究報告書 

 

院外心停止傷病者に対する一般市民救助者による AEDの有効活用に関する前向き研究 

 

研究分担者	 丸川征四郎	 医誠会病院	 名誉院長 

	 	 	 	 	 	 畑中	 哲生	 救急救命九州研修所	 教授 

研究協力者	 金子	 	 洋	 名古屋市消防局 

	 	 	 	 	 	 長瀬	 亜岐	 大阪大学大学院	 寄付講座助教 

 

研究要旨 

公共場所で発生した心停止傷病者に対して、市民救助者が自動体外式除細動器（automated 
external defibrillator: AED）を持参し、AEDを操作した件数を明らかにした報告は見当た
らない。本研究は、都市部の公共場所における心停止傷病者に対する市民救助者による AED
の使用状況を明らかにすることを目的とする。＜方法＞ 神戸市および大阪市の各消防局に対
し、2016年 12月 1日から 2017年 3月 31日までの間に、名古屋市消防局に対し、2016年
12月１日から 2017年 11月 30日までの間に、消防機関が対応した院外心停止傷病者（住宅
や老人ホームなどの居住施設における心停止傷病者を除く）について、市民救助者により

AEDが心停止場所に持参されたか、パッドの貼付の有無、電気ショックの実施の有無などを
調査した。＜結果＞ 調査期間中、公共場所での心停止数は 558 例であった。市民救助者に
より AEDが持参されたのは 92例(16.5%)であった。その内、パッドが貼付されたのは 89例
(96.7%)で、電気ショック適応であったのは 35 例（39.3%）であった。電気ショック適応と
判断された症例のうち、電気ショックが実施されたのは 34例（97.1%）であった。＜結論＞ 
本研究は、我が国の都市部における AED の使用状況を初めて明らかにした。都市部の公共
施設および屋外において、心停止傷病に対して市民救助者が AED を持参した割合は 16.5%
で、そのうち、電気ショックの適応の割合は 38.0%(35/92例)であった。 

 

2016 年 12 月までの全国の自動体外式除細動
器（automated external defibrillator: AED）の
販売台数の累計は 835,329台で、内、688,329台
（82.4%）が市民救助者による利用を想定してい
る。市民救助者による心停止傷病者に対する

AED を用いた電気ショックの実施は増加傾向に
あり、心停止傷病者の社会復帰の増加に寄与して

いる。しかし、公共場所で心停止傷病者に対して、

市民救助者がAEDを使用した件数は不明であり、

市民救助者がAEDを使用することを阻害してい
る要因も明らかではない。本研究は、我が国の都

市部におけるAEDの使用状況を初めて明らかに
した。今後、市民救助者が AEDを使用すること
を阻害している要因の調査の基礎資料として活

用できる。 
 

A．研究目的 

本研究の目的は、都市部の公共場所における心
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停止傷病者に対する市民救助者によるAEDの使
用状況を明らかにすることである。 

 

B．研究方法 

神戸市および大阪市の各消防局に対し、2016
年 12月 1日から 2017年 3月 31日までの間に、
名古屋市消防局に対し、2016 年 12 月１日から
2017年 11月 30日までの間に、消防機関が対応
した病院外心停止傷病者（ただし、住宅や老人ホ

ームなどの居住施設における心停止傷病者を除

く）について、市民救助者による AEDの使用状
況をフローチャート(図１)に基づき調査した。 

AED の使用状況は、心停止現場に赴いた救急
隊員や消防隊員が目視、または現場にいた市民救

助者に口頭で調査した。あわせて各消防機関に、

傷病者の年齢、性別、覚知時間帯、覚知から傷病

者接触までの時間、バイスタンダーの有無、119
通報時における心肺蘇生法などの口頭指導の有

無および消防法施行令別表第１の区分に基づく

心停止発生場所の情報提供を依頼した。 
 
	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

図 1	 市民救助者による AEDの使用状況の調査 

C．研究結果 

神戸市、大阪市および名古屋市の消防局から、

それぞれ 84 件、87 件および 471 件の情報の提
供を受けた。しかし、神戸市から提供されたデー

タは、AED の使用状況が集計され、傷病者の情
報と関連づけされていなかったため、集計から除

外することとした。 
市民救助者によるAEDの使用状況の結果を図

２に示す。	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

図 2	市民救助者による AEDの使用状況の結果	

	

市民救助者によるAEDの持参の有無で区分し
た心停止傷病者の背景を表１に示す。 

 
表 1	 心停止傷病者の背景	

 市民救助者によるAED 
 持参された 

92 
持参されなかった 

466 

年齢（中央値(四分位範囲)） 65 (48-74) 63 (49-75) 

性別	 男性 74 (16.9％) 363 (83.1％) 

女性 18 (14.9％) 103 (85.1％) 
通報から接触までの時間（分）（中

央値(四分位範囲)） 7 (6-9) 7 (6-9) 

時間帯	 昼間・夜間 (6−21時） 87 (18.5％) 383 (81.5％) 

深夜帯 (22-5時) 5 (5.7％) 83 (94.3％) 

 

現場に AEDは？ 

パッドの装着は？ 

適応なし 

AEDあり 

装着なし 装着あり 

ショックの適応は？ 

適応あり 

ショックボタンを 
押したか？ 

押さなかった 押した 

AEDなし 

全体 
558 

現場に AEDが持参された 
92 (16.5％) 

現場に AEDが持参されなかった 
466 (83.5％) 

パッドが貼付された 
89 (96.7％) 

パッドが貼付されなかった 
3 (3.3％) 

電気ショック適応 
35 (39.3％) 

電気ショック非適応・記載なし 
54 (60.7％) 

電気ショックが実施された 
34 (97.1％) 

電気ショックは実施されなかった 
1 (2.9％) 
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年齢に有意な差を認めず（Mann-Whitney U
検定;p=0.843）、性別にも有意な差を認めなかっ
た(Fisherの正確確率検定;p=0.679)。また、消防
機関の 119番通報から傷病者接触までの時間は、
有意な差を認めなかった（Mann-Whitney U 検
定;p=0.739）。心停止の発生時間帯では、深夜帯
の市民救助者によるAEDの持参の割合が有意に
低かった（Fisherの正確確率検定;p=0.001）。 
心停止の発生場所を消防法施行令別表第１に

基づき不特定多数出入施設（同別表第 1	 1項か
ら 4 項、5 項イ、6 項、9 項イ、16 項、16 の 2
項および 16の 3項をいう）と特定多数出入施設
（不特定多数出入施設以外の同別表第１の施設

をいう）および屋外に区分したものを表２に示す。

不特定多数出入施設と特定多数出入施設での市

民救助者による AEDの持参の有無の割合に、有
意な差はなかった（ Fisher の正確確率検
定;p=0.176）。屋内と屋外の比較では、屋外にお
ける AED が準備された割合が有意に低かった

（Fisherの正確確率検定;p<0.001）。 
 
表 2	 発生場所別の AEDの持参状況	

 市民救助者によるAED 
持参された 

92 
持参されなかった 

466 

屋内 
不特定多数出入施設 32 (20.5％) 124 (79.5％) 

特定多数出入施設 40 (27.8％) 104 (72.2％) 

屋外 20 (7.8％) 238 (92.2％) 

 
次に市民救助者によりAEDが持参された症例

の内、電気ショックの適応の有無で区分したもの

を表３に示す。電気ショック適応波形の割合は、

不特定多数出入施設と特定多数出入施設で有意

な差はなく（Fisher の正確確率検定;p=0.089）、
屋内と屋外の比較においても、有意な差はなかっ

た（Fisherの正確確率検定;p=0.439）。 
	

	

	

	

表 3	 発生場所別の電気ショック適応の心停止傷病者	

 ショックの適応 
35 

ショック非適応 
54 

屋内 
不特定多数出入施設 8 (25.8%) 23 (74.2%) 

特定多数出入施設 18 (46.2%) 21 (53.8%) 

屋外 9 (47.4%) 10 (52.6%) 

 
 

D．考察 

大阪市および名古屋市において、公共場所で市

民救助者が AED を持参した割合は、16.5%であ
った。AED を持参できなかった理由は、調査を
していないため不明である。海外の同様な調査報

告では、市民救助者により AEDが持参された割
合は、英国・ハンプシャーで 4.3%1)、オランダ北

部で 13.4%2)、カナダ・トロントで 14.2%3)であ

った。 
AED が市民救助者により持参された場合には、

96.7%で AED のパッドが貼付された。本研究の
結果からは、市民救助者が AEDを操作すること
ができるため AED が現場に持参されたのか、

AED の音声ガイドや消防機関の通信指令の口頭
指導によりAEDの操作に不慣れな市民救助者で
も操作できたのかは、不明である。また、AED
が持参されたもののパッドが貼付されなかった

理由についても、市民救助者から聴取していない

ため、AEDの使用法が分らない、AEDを操作し
ている最中に消防隊や救急隊に引き継いだなど

は、不明である。 
市民救助者により AEDが持参され、パッドが

貼付された症例のうち、電気ショックが実施され

た割合は 39.3%であった。オランダ北部の同様の
報告では、市民救助者により AEDが持参された
症例のうち、電気ショックが実施された割合は、

55.3%2)であった。また、総務省消防庁の 2015
年の救急蘇生統計では、市民救助者により電気シ

ョックが実施されていない症例の、救急隊接触時

に電気ショック適応波形を示した症例の割合は、

6.6％(4,961/75,556 例)であった。救急蘇生統計
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では、住宅や老人ホームなどの居住場所における

心停止が多く含まれることから、公共場所での心

停止は、居住場所の心停止に比較して、電気ショ

ック適応波形の存在割合が多いことが推察でき

る。 
心停止発生場所は、屋内と屋外では、屋外での

市民救助者によるAEDが持参される割合が有意
に低かった。屋外では、傷病者が倒れていること

が認識されにくい、AED が屋内に設置されてい
て直ぐには近づき難いなど、市民救助者による電

気ショックを阻害する要因になっているのかも

知れない。心停止発生場所別の電気ショック適応

波形の割合は、統計学的に有意な差を認めること

ができなかったが、症例数が増えることで、電気

ショック適応波形の割合が高い場所が明らかに

なると考えられた。 
我が国の都市部の公共場所での心停止の

52.6%4)が、AEDの設置場所から 100ｍ以内で発
生しており、デンマーク・コペンハーゲンでの

28.8%5)、カナダ・トロントでの 23.2%6)と比較す

ると、市民救助者が利用できる AEDの配置環境
は恵まれているが、市民救助者による AEDの使
用の割合は、諸外国に比較して高くない。市民に

よる AED の使用を促進するため、AED の使用
法の普及が必要なのか、AED の使用を阻害する
要因があるのか、心停止傷病者に組織的に対応す

る事業所内のAEDプログラムの普及が必要なの
か、などの調査が必要と考えられた。 

 

E．結論 

都市部の公共施設および屋外において、心停止

傷病に対して市民救助者がAEDを持参した割合
は 16.5%で、そのうち、電気ショックの適応の症
例の割合は 38.0%であった。 

 

F．研究発表 

1．論文発表 

特になし 

 
2．学会発表 

1) 金子洋，畑中哲生，長瀬亜岐，丸川征四郎：
公共の場所でAEDが使われるのは20%に満
たない．日本蘇生学会第 36 回大会、東京、
2017年 11月． 

2) Kaneko H, Hatanaka T, Marukawa S, 
Nagase A, Sakamoto T: Only 20% patients 
under cardiac arrest enjoy benefit of AEDs 
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平成 29-31（令和 1）年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

『市民によるＡＥＤのさらなる使用促進とＡＥＤ関連情報の取扱いについての研究』 

分担研究報告書 

 

院外心停止の発生場所と AEDの設置場所に関する空間疫学を用いた検証 

 

研究分担者	 丸川征四郎	 医誠会病院	 名誉院長 

	 	 	 	 	 	 畑中	 哲生	 救急救命九州研修所	 教授 

研究協力者	 金子	 	 洋	 名古屋市消防局 

	 	 	 	 	 	 長瀬	 亜岐	 大阪大学大学院	 寄付講座助教 

 

研究要旨 

本研究の目的は、都市部における心停止の発生場所と市民救助者が使用できる自動体外式除

細動器（automated external defibrillator: AED）の設置場所のマッチング状態（吊り合い
度）を俯瞰的に把握する方法を開発し、今後の AED 普及施策に資する情報を提供すること
である。＜方法＞ 神戸市、大阪市および名古屋市の各消防局が、2012年 1月 1日から 2015
年 12月 31日までの間に、消防機関が対応した院外心停止傷病者（住宅や老人ホームなどの
居住施設における心停止傷病者を除く）の発生場所、および各都市の一般市民が使用可能な

AED設置場所の情報を用い、それぞれの分布密度を二次元カーネル密度推定を用いて各都市
の地図上に投影する。さらに、心停止傷病者数に対する AED 設置数の相対的分布密度を求
め地図上に描写する。＜結果＞心停止場所と AED 設置場所の分布密度を投影した市街地図
を創作した。分布密度は３都市とも繁華街が高く、相対的分布密度が高い地区は、神戸市で

は北部と西部に、大阪市では北区および中央区に、名古屋市では中心部よりやや東の地区に

認めるが、神戸市の山岳部で、大阪市の芦原町駅、なんば駅および岸里駅を結ぶ地区で最も

低い。＜結論＞心停止場所と AED 設置場所の分布密度を俯瞰する地図を創作した。分布密
度ならびに相対的分布密度は、各都市で特徴的な様相を呈し、市域における AED 配置が必
要な場所の優先順位が視覚的に示し得た。今後の AED 普及施策に有用な情報を提供するも
のと考えられる。 

 

2017 年に全国の公共場所で心停止状態となり、
医療機関へ搬送された傷病者は 12,946名で、全
心停止傷病者の 10.2%1)を占める。	 2016 年 12
月までの全国の自動体外式除細動器（automated 
external defibrillator: AED）の販売台数の累計
は 835,329台で、その内の 688,329台（82.4%）
が市民救助者による利用を想定している。我々は、

昨年度の調査で神戸市、大阪市および名古屋市に

おいて、市民救助者による AEDの使用件数を明
らかにした。その結果から AEDが現場に準備さ
れれば、大多数の市民救助者が使用可能であるこ

とから、AED の配置には使用が許される時間幅
やアクセスの容易性だけではなく、心停止発生の

地域的な特性も加味することが重要であるとの

示唆を得た。本研究は、心停止の発生場所と AED
の設置場所のマッチング状態（吊り合い度）を俯
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瞰的に把握する方法を開発し、AED が効果的に
使用され得る配置を決定する施策に有用な情報

を提供することを目的とした。 
 

A．研究目的 

本研究の目的は、都市部における心停止場所と

市民救助者が使用できるAEDの設置場所の分布
状態を俯瞰的に表現する方法を開発することと、

今後の AED 設置について最適な地域を把握し、
施策に活用され得る情報を提供することとした。 

 

B．研究方法 

1．研究デザイン 

本研究は、空間疫学的手法を適用する観察研究

である。 

2．データ収集方法 

1）病院外心停止場所 

公的に定められた手続きを経て、神戸市、大阪

市および名古屋市の各消防局から、心停止の発生

場所情報の提供を受けた。対象は、2012年 1月
1日から 2015年 12月 31日までの期間に消防機
関が対応した病院外心停止傷病者である。ただし、

医療機関、住宅や老人ホームなどの居住施設にお

ける心停止傷病者は除外した。 
2）AED設置場所 

AED の設置場所は、一般財団法人日本救急医
療財団の「財団 AEDマップ」2)に 2018年 12月
時点に登録・公開されている場所を用いた。 

3．分析方法 

心停止場所およびAEDの設置場所の緯度経度
への変換には、Yahoo! Geocoder Application 
Programming Interface を用いた。当該場所が
番地レベルで変換できない場合には、街区レベル、

丁目・字レベルなど当該場所を特定する最も狭い

範囲を代表する緯度経度を当該場所と見做した。 
心停止場所およびAED設置場所の分布状態は、

二次元カーネル密度推定を用いて推定した。さら

に、心停止発生数に対する AED設置数の相対的
な分布密度を求めた。 

 

C．研究結果 

神戸市、大阪市および名古屋市の消防局から、

それぞれ 1,280件、2,062件および 1,435件の心
停止傷病者の発生場所の提供を得た。 

AED 設置場所は、神戸市で 2,996 件、大阪市
で 6,130件および名古屋市で 5,903件である。 
すべての場所の情報は、緯度経度に変換するこ

とができた。 

1．AED設置場所の分布密度 

二次元カーネル密度推定を用いた３都市の

AED の分布密度を図１に示した。３都市とも

AED 設置場所の分布密度が高い地区は繁華街で
あり、神戸市では三宮駅周辺、大阪市では梅田駅

および心斎橋周辺、名古屋市では名古屋駅および

栄周辺であった。 

2．心停止発生場所の分布密度 

心停止発生場所の分布密度を図 2に示した。心
停止発生場所の分布密度が高い地区は、神戸市、

名古屋市においてはほぼAED設置場所の分布密
度が高い地区と重なる傾向であった。一方、大阪

市においては梅田駅および心斎橋周辺以外にも、

道頓堀、なんば駅周辺およびあいりん地区を中心

とした西成区が、心停止発生場所の分布密度が高

い地区であった。 

3．心停止傷病者数に対する AED 設置数の相

対的分布密度 

心停止傷病者数に対するAED設置数の相対的
分布密度を図３に示した。神戸市では、相対的分

布密度が低い地区が山岳部において認められた。

相対的分布密度が高い地区は、市域の北部と西部

に認められた。大阪市では、芦原町駅、なんば駅

および岸里駅を結ぶほぼ三角形の地区で相対的
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分布密度が低かった。名古屋市では、市域の中心

部からやや東に相対的分布密度が高い地区を認

めた。 
 

D．考察 

院外心停止の発生場所における地理的傾向と

して繁華街で多く発生していたことが明らかに

なった。繁華街では事業所や店舗などの施設が数

多く集中するためAED設置数も多くなっている
ものと推察される。結果的に人口密度の増加に伴

って多発する心停止に対応できる様子である。 
神戸市の北部と西部に認められた心停止発生

数に対するAED設置数の相対的分布密度が高い
地区は、それぞれゴルフ場と複合機能団地が存在

するため多くの AEDが設置されており、この地
区で発生する心停止に対して対応可能になって

いると考えられる。 
大阪市の芦原町駅、なんば駅および岸里駅を結

ぶ心停止傷病者数に対するAED設置数の相対的
分布密度が低い地区は、市域の他の地区と比較し

て発生する心停止傷病者数に見合うだけの AED
が設置されていないことが示唆される。 
名古屋市の中心部からやや東の心停止傷病者

数に対するAED設置数の相対的分布密度が高い
地区は、動植物園と複数の大学が集まる地区で、

この地区で発生する心停止数に対して、より多く

の AEDが設置されていると解釈できる。 
以上のことから市域の心停止傷病者の発生場

所やAEDの設置場所を空間疫学の手法を用いて
分析することで、これらの地理的傾向を明らかに

することができた。 
AED の適正配置に関するガイドライン 3)や	

AED の具体的設置・配置基準に関する提言 4)で

はAEDの設置が推奨される施設の具体例を列挙
するとともに、マラソン大会など心停止のリスク

が想定される環境ではAEDの配備を求めている。
さらに比較的人口が密集する地域に存在する公

共施設やコンビニエンスストアやガソリンスタ

ンドへのAEDの設置が有効と考えられると述べ
ている。市域のどの地区に対して AEDの設置を
推進し、心肺蘇生法を普及啓発するかという政策

の策定において、本研究での空間疫学を用いた解

析は有用と考える。 
本研究のための調査では、心停止傷病者に救急

隊が接触した時点で、傷病者の傍に市中設置の

AED が準備されていた否かの情報も得られてい
る。 
今後はこの情報を基に、AED の設置状況と活

用状況との関連について、さらなる分析を行う予

定である。 
 

E．結論 

都市部おいて、心停止傷病者の発生数が多い地

区に、それに見合った AEDが設置されているか
を空間疫学の手法を用いて分析した。心停止傷病

者の発生、AED の設置状況を地図に投影し視覚
化することで、その市域におけるより効率的な

AED 配置の推進に資する情報を提供できると考
えられる。 

 

F．研究発表 

特になし 

G．知的財産権の出願・登録状況 

特になし 
 
文	 献 

1） 総務省消防庁：平成 30年版救急・救助の現
況． 2018年 12月 

2） 日本救急医療財団全国 AED マップ．

https://www.qqzaidanmap.jp（参照 2018年
12月 1日） 

3） 一般財団法人日本救急医療財団：AED の適
正配置に関するガイドライン．2013年 9月
9日 

4） 日本循環器学会 AED検討委員会・日本心臓
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財団：AED の具体的設置・配置基準に関す
る提言．心臓 2012；44(4)：392-402． 
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平成 29-31（令和 1）年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

『市民によるＡＥＤのさらなる使用促進とＡＥＤ関連情報の取扱いについての研究』 

分担研究報告書 

 

大阪市をモデルとした AED普及啓発に係る行政的課題抽出の試み 

 

研究分担者	 丸川征四郎	 医誠会病院	 名誉院長 

	 	 	 	 	 	 畑中	 哲生	 救急救命九州研修所	 教授 

研究協力者	 金子	 	 洋	 名古屋市消防局 

	 	 	 	 	 	 長瀬	 亜岐	 大阪大学大学院	 寄付講座助教 

 

研究要旨 

＜背景＞近年、市民救助者が病院外心停止傷病者に実施した自動体外式除細動器（automated 
external defibrillator: AED）による除細動件数は、増加傾向にあるものの、平成 29年の救
急蘇生統計によれば全心停止件数の 1.7％（2,102件）に過ぎず、単純計算ではあるが全国に
設置されている AED台数の 1%にも満たない。市民救助者による AED使用の促進が強く望
まれる。 
＜目的＞本研究の目的は、大阪市をモデルとして、行政区別に AED の効率的な設置や市民
に対する啓発などの課題を明らかにし、より多くの心停止症例で AED が活用される方策を
見出すことである。 
＜方法＞大阪市消防局が 2012年 1月 1日から 2015年 12月 31日の間に対応した病院外心
停止に係る情報、財団全国 AEDマップに掲載された AED設置情報、大阪市が公表している
行政区情報などの記述情報を用いた。行政区別に病院外心停止症例の発生場所の分布状況、

AEDを市民救助者が準備した率（AED準備率）、設置された AEDの分布状況、および行政
区面積・人口などを求め分析に供した。 
＜結果＞大阪市の 24行政区の相互比較では、面積当たりの AED設置台数および AED準備
率に大きな区間格差を認めた。城東区、生野区、平野区、天王寺区、東成区、西成区では他

の行政区に比較して AED 準備率が有意に低かった。これら 6 行政区について、面積当たり
の AED設置台数、心停止発生場所から 50m以内に設置されている AEDの平均台数、およ
び両者の相互関係を検討したところ、AED の設置台数が不足している（平野区）、心停止発
生が予想される場所に AED が重点的に設置されていない（城東区、生野区）、AED が近く
にあるにもかかわらず、それらの有効利用が何らかの事情によって妨げられている（城東区、

生野区、天王寺区）などの問題点が示唆された。東成区および西成区では複数の要因が関与

していた。＜結論＞ 大阪市を例として、AED が十分に利用されるために必要な条件、すな
わち①十分な数の AED が、②心停止の発生が見込まれる場所に重点的に設置されており、
③かつ、それらの AED が市民によって利用されやすい状況にある、の 3 要素のうち、どの
部分に問題点があるのかを明らかにした。本研究で用いた解析法は、AED設置方法を改善し
たり、市民救助者に対する啓発を推進する上で必要な基本となる情報を提供する手段と考え

られる。 
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市民救助者による利用を想定している自動体

外式除細動器(automated external defibrillator: 
AED）は、全国で 688,329台と推定されている。
しかし、単純計算ではあるが、市民救助者により

除細動が実施された件数は 2,102件（全心停止の
1.7％）で、全国に設置されている AED 台数の
0.3％（2,102/688,329）に過ぎない。AED の設
置や市民救助者に対する啓発を効果的に実施す

るためには、地域における市民救助者による

AED の利用状況を分析し、その実態を明らかに
する必要がある。本研究では、大阪市における行

政区別の病院外心停止の発生状況、市民救助者が

使用できるAEDの設置状況および市民救助者に
よる AED の使用状況を分析し、AED の設置や
市民に対する啓発などの課題を行政区別に明ら

かにし、より多くの心停止症例で AEDが活用さ
れる方策を探索した。 

 

A．研究目的 

大阪市における行政区別の病院外心停止の発

生状況（数および分布）、市民が使用できる AED
の設置状況および市民救助者によるAEDの使用
状況を分析し、行政区別の課題を明らかにする。 

 

B．研究方法 

1．データ収集方法 

1）病院外心停止の発生場所 

公的に定められた手続きを経て、大阪市消防局

から心停止の発生場所情報の提供を受けた。各心

停止症例については、救急隊到着時点において、

市民によってAEDが準備されていたか否かの情
報を得た。対象は 2012年 1月 1日から 2015年
12 月 31 日までの期間に大阪市消防局が対応し
た病院外心停止傷病者である。ただし、医療機関、

住宅や老人ホームなどの居住施設における心停

止症例は除外した。 

2）AED設置場所 

AED の設置場所は、一般財団法人日本救急医
療財団の「財団全国 AED マップ」1)に 2018 年
12 月時点に登録されている AED の内、精度 A
から Cの設置場所情報を用いた 

3）人口 

推計人口、昼間人口は、大阪市が公表している

2018年 1月の数値を用いた。 

2．分析方法 

心停止の発生場所およびAEDの設置場所の緯
度 経 度 へ の 変 換 に は 、 Yahoo! Geocoder 
Application Programming Interfaceを用いた。
当該場所が番地レベルで変換できない場合には、

街区レベル、丁目・字レベルなど当該場所を特定

する最も狭い範囲を代表する緯度経度を当該場

所と見做した。AED 設置場所と心停止発生場所
とを結ぶ直線距離をそれぞれの緯度経度から求

めた。 
行政区別に、面積当たりのAED設置数（以下、

平均 AED密度）、心停止発生場所から 50m以内
に設置された AED 台数の平均値(以下、直近
AED台数)、全心停止症例のうち救急隊到着時点
において市民によってAEDが準備されていた症
例の割合（以下、AED準備率）を算出した。 

 

C．研究結果 

大阪市消防局から 2,062 件の心停止症例の発
生場所の提供を得た。大阪市全体の AED設置件
数 は 3,031 件 で 、 AED 準 備 率 は 13.8%
（284/2060）であった。 
行政区別の記述統計を表 1に示す。 
各行政区における平均 AED密度を図 1に示す。

平均 AED密度は各行政区で大きく異なり、中央
区が最も高く、最も低い此花区に比べ約 9倍の平
均密度であった。 
図 2に平均 AED密度と直近 AED台数との関

係を示す。平均 AED密度が高い行政区ほど、直
近 AED台数が多い傾向を認めた（r2＝0.635）。
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天王寺区および西区では平均AED密度に比較し
て直近 AED台数が多い。一方、鶴見区、東成区、
浪速区では平均 AED密度に比較して、直近 AED
台数が少ない。 
図 3に直近 AED台数と AED準備率との関係

を示す。直近 AED 台数が多いほど AED 準備率
が高い傾向を認めた（r2＝0.261）。北区、中央区、
此花区では直近 AED 台数に比較して AED 準備
率が高い。一方、城東区、生野区、平野区、東成

区、西成区、福島区では直近 AED台数に比較し
て AED準備率が低い。 

 

D．考察 

平成 29年の救急蘇生統計（総務省消防庁）に
よれば、目撃のある病院外心停止症例（心原性）

において、市民によって AEDが使用された場合
の社会復帰率は 45.7%であり、救急隊到着を待っ
てAEDが使用された症例に比較して良好な転帰
が得られている。しかし、市民による除細動が行

われた症例は全病院外心停止症例のうちわずか

1.7%に過ぎない。今回の調査でも、救急隊到着
時点で AEDが準備されていた症例（除細動が行
われなかった症例を含む）は全体の 13.8％
（284/2060）であり、全国に設置された約 70万
台の大多数が有効に活用されているとは言い難

い状況である。 
心停止発生の際にAEDが高い確率で活用され

る、すなわち AED準備率を高めるためには、①
十分な数の AEDが、②心停止の発生が見込まれ
る場所に重点的に設置されており、③かつ、それ

らのAEDが市民によって利用されやすい状況に
ある、という条件が必要となる。 
図 3に示すように、城東区、生野区、平野区、

東成区、西成区、天王寺区は AED準備率が特に
低い行政区であり、これらの地域において AED
準備率の妨げとなっている要因がどこにあるの

かが問題となる。 
天王寺区は全行政区の中で直近AED台数が最

大であるにもかかわらず、AED 準備率は非常に
低い。その天王寺区の AED設置状況を図 2でみ
ると、AED が比較的高密度（全行政区中で第 4
位）に設置されており、かつその平均 AED密度
から期待される以上に直近AED台数が多いこと
がわかる。これは天王寺区において①比較的多数

の AEDが、②心停止の発生場所が見込まれる場
所を中心に効率よく配置されていることを示唆

している。それにもかかわらず AED準備率が低
いのは、天王寺区の市民に対する心肺蘇生教育、

特にAEDに関する情報が十分に周知されていな
い、天王寺区内の AEDの多くが企業内部のみで
使用することを前提として市民には開放されて

いない、AED の設置場所がわかりやすく表示さ
れていないなど、既設の AEDの利用を妨げるよ
うな何らかの要因があるものと想定される。その

詳細については今後、AED 個々の設置場所およ
び設置形態を検討することで明らかにしていき

たい。 
生野区や城東区はAED準備率が最も低い行政

区である。図 3でわかるように、これらの地区の
AED 準備率は直近 AED 台数から期待されるよ
りも低い。これは天王寺区と同様に、既設の AED
の利用を妨げる要因が存在する可能性がある。ま

た、図 2 でわかるように、これらの 2 地区の直
近 AED 台数は、平均 AED 密度から期待される
台数より明らかに少ない。一方、平均 AED密度
としては大阪市全体の中央値に近い。これは

AED が必ずしも心停止の発生場所に重点的に設
置されていないことを示唆する。すなわち、生野

区と城東区における問題点は、比較的十分な数の

AED が設置されているにもかかわらず、それら
が効率的に配置されていないこと、および直近の

AED の有効利用を妨げる要因の存在にあると思
われる。 
平野区は、生野区や城東区と同様、直近 AED

台数が不十分なことがAED準備率を引き下げて
いる(図 3)。一方、図 2でみると、その直近 AED
台数と平均 AED密度は、全体の回帰直線上にあ
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ることから、直近 AED 台数が少ないのは平均

AED 密度が低いことに起因しており、そのこと
がひいてはAED準備率を引きさげているものと
思われる。 

AED準備率が特に低い 6行政区について、そ
の要因と改善策を表 2および表 3に示す。 

AED の効率的な配置をするにあたって参考と
すべき側面を持つ行政区もある。西区と天王寺区

は平均 AED 密度に比較して直近 AED 台数が多
い。これらの地区の AED設置場所の特徴を分析
すれば、AED をどのような場所に設置するのが
効果的かについての示唆を得ることができるか

もしれない。此花区と北区、中央区は直近 AED
台数に比較して AED準備率が高い。この地区は
AED の適切な設置形態を知るための手がかりと
なる。今後の検討課題としたい。 
なお、本研究では設置 AEDの市民への開放時

間帯については考慮していない。また、行政区の

住民と企業等に就業している人口は把握されて

いるが、各種イベントへの参加人数、飲食店や飲

食店等への客人数、観光客や通勤者の人数などの

流動人口についても考慮していない。AED 設置
場所と心停止発生場所との距離についても、平面

上の位置情報のみに基づいており、高さの情報

（高層階など）は加味されていない。今後、より

効果的な AED配置を実現するには、こられも加
味した詳細な検討を行うことが望まれる。 

 

E．結論 

大阪市の各行政区におけるAED準備率を算出
し、特徴的な 6行政区について、平均 AED密度、
直近 AED台数との関係を分析し、各行政区にお
ける AED 配置上の問題点を抽出した。今後の

AED の設置の方策や市民救助者に対する啓発を
推進する上で、有用な情報であると考えられる。

本研究で用いた解析法は、限界があるものの

AED 設置の適切性と改善策を抽出する手法とし
て有用であり、他の都市等における検討にも推奨

できる。 
 

F．研究発表 

1．論文発表 

特になし 
2．学会発表 

1） 金子洋，畑中哲生，長瀬亜岐，丸川征四郎：
大阪市をモデルとしたAED設置状況に係る
課題抽出の試み．第 47回日本救急医学会総
会・学術集会，東京，2019年 10月． 

 

G．知的財産権の出願・登録状況 

特になし 
 
文	 献 

1） 日本救急医療財団全国 AED マップ．

https://www.qqzaidanmap.jp（参照 2018年
12月 1日） 
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表１	 行政区別の記述統計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
平均 AED密度：面積当たりの AED設置台数 
AED準備率：全心停止症例のうち、救急隊到着前に AEDが準備されていた症例の割合 
直近 AED台数：心停止発生場所から 50m以内に設置された AED台数の平均値 

 

表２	 6行政区における AED設置上の問題点 

 

 

 

 

 

 

 

 
平均 AED密度：面積当たりの AED設置台数 
直近 AED台数：心停止発生場所から 50m以内に設置された AED台数の平均値 
AED準備率：全心停止症例のうち、救急隊到着前に AEDが準備されていた症例の割合 
評価レベル：〇良好である、△良好とはいえない、×良くない 
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表 3	 6行政区における AED設置上の改善策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平均 AED密度：面積当たりの AED設置台数 

図 1	 行政区別の平均 AED密度 

城東区 AEDの設置場所を見直す。近くにあるAEDが利用されやすいように工夫する。 

生野区 AEDの設置場所を見直す。近くにあるAEDが利用されやすいように工夫する。 

平野区 AEDの設置台数を増やす。近くにあるAEDが利用されやすいように工夫する。 

天王寺区 近くにあるAEDが利用されやすいように工夫する。 

東成区 
AEDの設置台数を増やす。AEDの設置場所を見直す。近くにあるAEDが利用されやすいように

工夫する。 

西成区 
AEDの設置台数を増やす。AEDの設置場所を見直す。近くにあるAEDが利用されやすいように

工夫する。 

(/k
m

2 ) 
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平均 AED密度：面積当たりの AED設置台数 
直近 AED台数：心停止発生場所から 50m以内に設置された AED台数の平均値 

図 2	 平均 AED密度と直近 AED台数の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

直近 AED台数：心停止発生場所から 50m以内に設置された AED台数の平均値 
AED準備率：全心停止症例のうち、救急隊到着前に AEDが準備されていた症例の割合 

図 3	 直近 AED台数と AED準備率 

青直線は近似直線を、灰色の網掛けは 99%信頼区間を示す。 

青直線は近似直線を、灰色の網掛けは 99%信頼区間を示す。 
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平成 29-31（令和 1）年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

『市民によるＡＥＤのさらなる使用促進とＡＥＤ関連情報の取扱いについての研究』 

分担研究報告書 

 

実地調査に基づく市民救助者が利用しやすい AEDの設置形態 

 

研究分担者	 丸川征四郎	 医誠会病院	 名誉院長 

	 	 	 	 	 	 畑中	 哲生	 救急救命九州研修所	 教授 

研究協力者	 金子	 	 洋	 名古屋市消防局 

	 	 	 	 	 	 長瀬	 亜岐	 大阪大学大学院	 寄付講座助教 

 

研究要旨 

＜背景＞病院外心停止傷病者に対して、市民救助者が自動体外式除細動器（automated 
external defibrillator: AED）を用いて行った除細動の件数は増加傾向にある。しかし、公共
場所での心停止傷病者数は 2018年には全国で 37,013人であり、市民救助者によって除細動
が実施された傷病者は全体の 5.5%に過ぎない。市民救助者が利用しやすい AEDの設置形態
にすることが望まれる。＜目的＞病院外心停止が発生した場所に最も近い AED の設置形態
が市民救助者による AED の利用に影響を与えるかを明らかにする。＜方法＞大阪市消防局
が 2012年から 2015年の間に対応した病院外心停止に係る情報、および日本救急医療財団の
「全国 AEDマップ」に掲載された AED設置情報を用いて、単位面積あたりの AED設置数
と市民救助者による AED の準備率から実地調査の地区を選定した。実地調査は、特徴的な
地区での病院外心停止発生場所から最も近い AED が看板やステッカー等によって明示的に
設置されているか、心停止場所から 50ｍ以内に AEDが設置されているかを調査した。＜結
果＞実地調査の対象として、市民救助者による AED 準備率が高い地区（高地区）と低い地
区（低地区）のそれぞれ 2地区、及び高い AED設置密度に見合った AED準備率が得られて
いない梅田地区を選定した。市民救助者によって AED が準備されていた症例では、直近の
AED設置場所が明示されている割合が高く、50m以内に AEDが設置されている割合が高か
った。直近に設置されているとされる AED の存在を実地調査で確認することができなかっ
た心停止発生場所において、市民救助者が AEDを準備された症例が存在した。＜結論＞ 実
地調査の結果から、心停止場所の近くに設置された利用可能な AED が看板等により明示さ
れていることが市民救助者による AED の準備に寄与することが示唆されたが、市民救助者
の多くは心停止傷病者に対応する際に、AEDを看板やステッカー等を拠り所に見つけている
のではなく、予め AEDの設置場所を認識していたと考えられた。 

 

市民救助者が自動体外式除細動器(automated 
external defibrillator: AED）を用いて除細動を
行った件数は 2008 年には 807 件であったが、

2018年には 2.5倍の 2,018件であった。しかし、
公共場所での心停止症例数は、2018 年には全国
で 37,013症例であり、市民救助者によって除細
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動が実施された傷病者は、5.5%に過ぎない 1)。市

民救助者によるAEDの利用の頻度を高めるため
には、市民救助者が利用しやすい AEDの設置環
境とする必要がある。本研究では、大阪市の公共

場所で発生した心停止場所の近くのAEDの設置
状況を調査した。 

 

A．研究目的 

病院外心停止が発生した場所に最も近い AED
の設置形態が市民救助者によるAEDの利用に影
響を与えるかを明らかにする。 

 

B．研究方法 

1．調査対象 

1）病院外心停止の発生場所 

公的に定められた手続きを経て、大阪市消防局

から心停止の発生場所情報の提供を受けた。各心

停止症例については、救急隊到着時点において、

市民救助者によってAEDが準備されていたか否
かの情報を得た。対象は 2012 年 1 月 1 日から
2015年 12月 31日までの期間に大阪市消防局が
対応した病院外心停止傷病者である。ただし、医

療機関、住宅や老人ホームなどの居住施設におけ

る心停止症例は除外した。 
2）AED設置場所 

AED の設置場所は、一般財団法人日本救急医
療財団の「財団全国 AED マップ」2)に 2018 年
12 月時点で登録されていた AED の内、精度 A
から Cの設置場所情報を用いた。 

2．実地調査の選定 

心停止の発生場所およびAEDの設置場所の緯
度 経 度 へ の 変 換 に は 、 Yahoo! Geocoder 
Application Programming Interfaceを用いた。
当該場所が番地レベルで変換できない場合には、

街区レベル、で当該場所を代表する緯度経度を当

該場所と見做した。 
実地調査の地区を選定するため、大阪市内の特

徴的な地区を単位面積当たりの AED の設置数

（以下「AED設置密度」という。）と市民救助者
による AED の準備率（以下「AED 準備率」と
いう。）から、AED準備率が低い地区と高い地区
を選定した。 
実地調査は、特徴的な地区での病院外心停止発

生場所から最も近い AEDの設置を示す看板、ス
テッカー等の有無及び心停止発生時刻にAEDが
使用できたか否かを調査項目した。 
名義尺度の統計学的検証には、Fisher の正確

検定を用いた。 
 

C．研究結果 

実地調査の選定のための特徴的な地区として

11地区を設定した。当該地区の AED設置密度と
AED準備率を図１に示す。この内、AED準備率
が低い「豊里」及び「針中野」（以下「低地区」

という。）、AED 準備率が高い「京セラドーム付
近」及び「淡路」（以下「高地区」という。）を調

査対象とした。加えて、高い AED設置密度に見
合った AED 準備率が得られていない「梅田」

（AED 設置密度;185、AED 準備率;0.37）の問
題点を明らかにするため、「梅田」の心停止場所

から 50m以内に AEDが設置されていた 24ヶ所
の心停止場所を調査対象とした。 
実地調査は、2019年 12月 7日（土）、18日（日）、

2020年 3月 22日（日）及び 2020年 3月 23日
（月）の 10時から 17時の時間帯に行った。 
	

1．高/低地区の調査結果 

市民救助者によるAEDの準備の有無は以下の
とおりであった。 

 
  AED 準備

有(%)  
AED 準備

無(%)  
P値  

高地区  10(35.7) 18(64.3)  
<0.01 

低地区  3( 3.8) 75(96.2)  
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AED が準備された場合には、直近の AED 設
置場所が明示されている割合が高かった。 

 
  AED明示

有（%)  
AED明示
無(%)  

P値  

AED準備有  10(76.9) 3(23.1) 
<0.01 

AED準備無  21(22.6) 72(77.4) 
 
AEDが準備された場合には、50m以内に AED

が設置されている割合が高かった。 
 

  50m 以内

の AED 
有(%)  

50m 以内

の AED 
無(%)  

P値  

AED準備有  11(84.6) 2(15.4) 
<0.01 

AED準備無  23(24.7) 70(75.3) 
 
AED 準備率の高低と、心停止の発生時間帯区

分（昼間・夜間）との間に有意な関連は認められ

なかった。 
 

  昼間（9 時〜
18時）(%)  

夜間（19 時
〜8時）(%)  

P値  

高地区  17(60.7)  11(29.3) 
0.66 

低地区  43(55.1)  35(44.9) 
 
高地区では、平日に心停止が発生する割合が高

かった。 
 
  平日(%)  土・日曜日(%)  P値  
高地区  25(89.3) 3(10.7) 

0.03 
低地区  52(66.6) 26(33.4) 
 
 
 
 
 
 
 

高地区では、心停止場所の直近の AEDが設置
されている旨を示す看板やステッカー等で明示

している割合が高かった。 
 
  AED明示

有(%)  
AED明示
無(%)  

P値  

高地区  13(46.4) 15(53.4) 
0.03 

低地区  18(23.0) 60(77.0) 
 
高地区では、心停止場所から 50m以内に AED

が設置されていた割合が高かった。 
 
  50m 以内

の AED 
有(%)  

50m 以内

の AED 
無(%)  

P値  

高地区  16(57.1)  12(42.9) 
<0.01 

低地区  18(23.1)  60(76.9) 
 
高地区では、心停止発生時刻に直近 AEDが使

用できた割合が高かった。 
 
  使用可(%)  使用不可(%)  P値  
高地区  22(78.6)  6(21.4) 

<0.01 
低地区  35(44.9)  43(55.1) 
  

2．梅田地区の調査結果 

実地調査で、財団全国 AEDマップに記載され
た心停止場所から最も近いAEDを確認できたか
否かは、市民救助者による AEDの準備に影響を
与えなかった。心停止場所から財団全国 AEDマ
ップを手がかりに AEDを検索したものの、AED
を発見できなかった事例が 9例(37.5%)あった。 

 
  直近AED

を 確 認

(%)  

直近 AED
が 未 確 認

(%)  
P値  

AED準備有  7(63.6) 4(36.4) 
1.00 

AED準備無  8(61.5) 5(38.5) 
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心停止場所の直近の AED が確認できた 15 箇
所について、AED準備の有無と、AEDが設置さ
れている旨を示す看板やステッカー等の有無と

の間には、有意な関連はなかった。 
 
  AED明示

有(%)  
AED明示
無(%)  

P値  

AED準備有  2(28.6) 5(71.4) 
0.31 

AED準備無  5(62.5) 3(37.5) 
 
心停止場所の直近の AED が確認できた 15 箇

所のうち、心停止発生時刻に直近 AEDが使用で
きなかった事例が、5例（33.3%）存在した。 

 
  使用可 

(%)  
使用不可

(%)  
P値  

AED準備有  6(85.7) 1(14.3) 
0.28 

AED準備無  4(50.0) 4(50.0) 
 
心停止場所が屋内・屋外であることと、AED

の準備との間には有意な関連はなかったが、屋内

発生の心停止ではAEDが準備されやすい傾向が
あった。 

 
  屋内(%)  屋外(%)  P値  
AED準備有  10(90.9) 1( 9.1) 

0.07 
AED準備無  7(53.8) 6(46.2) 

 
心停止場所が屋内で、実地調査で直近の AED

を確認できなかったにも関わらず、AED が準備
された事例を３例認めた。 

 
  直近AEDを

確認(%)  
直近 AEDを
未確認(%)  

P値  

AED準備有  7(70.0) 3(30.0) 
0.64 

AED準備無  4(57.1) 3(42.9) 
 
 

D．考察 

高地区・低地区の実地調査の結果から、心停止

場所の近くに設置された AEDが、看板等により
明示されていることが、市民救助者による AED
の準備に寄与することが示唆された。しかし、梅

田地区の実地調査では、必ずしも心停止場所の近

くに設置された AEDが、看板等により明示され
ていることが市民救助者によるAEDの準備に寄
与する要因にはなっていなかった。また、梅田地

区では、屋内において直近の AEDを実地調査で
確認することができなかった場所にもかかわら

ず、AED が準備されていた事例を認めた。高地
区・低地区では、高層建築物及び地下街はなく、

地下の駅に設置された AED を除きほとんどの

AED は地盤面に設置されており、比較的容易に
AED 設置場所を確認することができた。一方、
梅田地区では、高層建築物や地下街などで施設が

立体的で、更に 1棟の建築面積が大きいため、地
図上で心停止場所のごく近くにAEDの存在が示
されていても、AED 設置場所を確認することが
容易ではなかった。 
これらのことから、梅田地区に代表されるよう

な高層建築物や地下街などの立体的施設が密集

する地域においては、市民救助者は心停止傷病者

に対応する際に、AED を看板やステッカー等を
拠り所に見つけているのではなく、予め AEDの
設置場所を記憶していたと推察される。しかし、

事業所関係者、近隣住民や通行人等が、平素から

AED の設置場所を看板やステッカー等で認識し、
記憶していたかについては、更なる調査が必要で

ある。 
 

E．結論 

大阪市の特徴的な地区において、心停止が発生

した場所の直近の AED設置状況を調査した。実
地調査の結果から、心停止場所の近くに設置され

た利用可能なAEDが看板等により明示されてい
ることが市民救助者によるAEDの準備に寄与す
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ることが示唆されたが、多くの市民救助者は心停

止傷病者に対応する際に、AED を看板やステッ
カー等を拠り所に見つけているのではなく、予め

AEDの設置場所を記憶していたと考えられた。 
 

F．研究発表 

特になし	
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平均 AED密度：面積当たりの AED設置台数 
AED準備率：全心停止症例のうち、救急隊到着前に AEDが準備されていた症例の割合 

図１	 AED設置密度と AED準備率 
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平成 29-31（令和 1）年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

『市民によるＡＥＤのさらなる使用促進とＡＥＤ関連情報の取扱いについての研究』 

分担研究報告書 

 

意識調査にもとづく一般市民による AEDの積極的な活用を阻害する因子の調査に関する研究 

 

研究分担者	 西山	 知佳	 京都大学大学院医学研究科人間健康科学系専攻臨床看護学分野 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 クリティカル看護学分野	 准教授 

研究協力者	 石見	 	 拓	 京都大学環境安全保健機構健康科学センター	 教授 

	 	 	 	 	 	 川村	 	 孝	 京都大学環境安全保健機構健康科学センター	 教授 

	 	 	 	 	 	 岡林	 里枝	 京都大学環境安全保健機構健康科学センター	 助教 

	 	 	 	 	 	 島本	 大也	 京都大学環境安全保健機構健康科学センター	 特定助教 

	 	 	 	 	 	 志田	 	 瑶	 京都大学大学院医学研究科社会健康医学系専攻	 専門職学位課程修了生 

 

研究要旨 

【背景】救命率向上のためには、その場に居合わせた人（bystander）による心肺蘇生
（Cardiopulmonary resuscitation: bystander CPR）および、自動体外式除細動器
（Automated external defibrillator：AED）による除細動の実施が不可欠である。市民が
CPR実施や AED使用に踏み切ることができない要因として、他の bystanderの存在、心停
止現場の環境、CPR 手技実施への不安、心停止判断の難しさ、AED 設置場所がわからない
こと、AED 使用に対する自信のなさ、AED の認知不足などが指摘されている。しかし先行
研究の対象者は CPR を実施した人に限定されていること、心停止現場への遭遇に限定され
ていることなどの限界があった。 
【目的】本研究は、2 つの目的を明らかにするため、同一の質問紙を利用して研究を実施し
た。 
研究①：実際の救急現場に居合わせた市民の抱いた心理的障壁と救命行動の実施との関連を

調べること。 
研究②：救急現場に居合わせた市民が行った救命行動の実態および、AED使用への障壁を明
らかにすること。 
【方法】消防機関や日本赤十字社等の心肺蘇生講習会の参加者、並びに企業従業員のうち、

18歳以上の市民に対して無記名自記式質問紙を用いた横断研究を行った。 
研究①：心理面の障壁に関する 6つの各カテゴリー（①死の恐怖への接触、②命を預かるこ
とへの負担感、③救命行為に伴う自身への代償の予測、④心停止かどうかの不安、⑤CPR実
施（心肺蘇生実施）への不安、⑥混乱・焦り）に対して、質問項目を作成し、心理的障壁お

よび救命行動に関連する因子を説明変数とし、何らかの救命行動の実施に対するオッズ比

（odds ratio: OR）とその 95%信頼区間（confidence interval: CI）をロジスティック回帰モ
デルにて算出した。 
研究②：救急現場の場所に加え、心停止、心停止以外、（原因が）わからなかったの 3 つ状
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況に分けて、何らかの救命行動の実施の有無、AEDの運搬の有無、AEDの使用の有無、AED
が使用できなかった場合その理由を記述した。 
【結果】8,430人に質問紙を配布、7,827人（92.8%）から回収し、5年以内に救急現場に居
合わせた 1,220人を研究①では解析対象とし、救急現場の場所に関するデータが揃っていた
1,194人を研究②の解析対象とした。 
研究①：6 つの心理的障壁の何らかの救命行動実施に対するロジスティック回帰分析の結果
は、「倒れている人へ近づくことへの恐怖」（Adjusted OR [AOR] 0.50; 95% CI 0.32–0.79）、
「目の前の人の命が自分自身の行動にかかっているという状況」（AOR 0.99; 95% CI 0.62–
1.59）、「自分自身へ何か不利益になるのではないかという不安」（AOR 1.26; 95% CI 0.77–
2.06）、「救命行動をおこなってよいかわからなかったこと」（AOR 0.63; 95% CI 0.40–0.99）、
「救命行動を正しく実施できる自信がなかったこと」（AOR 0.81; 95% CI 0.51–1.29）「倒れ
ている人を前にして混乱してしまった（パニックになった）こと」（AOR 1.26; 95% CI 0.82
–1.93）であった。 
研究②：心停止状況下において、AEDを探しに行ったり、運搬した割合は、自宅 12.5%、職
場 85.1%、公共施設 84.6%、学校、スポーツ施設ではいずれも 100%、その他 76.4%であっ
た。AED の使用割合（AED パッドを貼り付けた、もしくは電気ショックボタンを押した）
は、自宅 6.3%、職場 72.4%、公共施設 76.9%、学校、スポーツ施設ではいずれも 100%、そ
の他 67.7%であった。胸骨圧迫の実施割合は、自宅 87.5%、職場 78.8%、公共施設、学校、
スポーツ施設ではいずれも 100%、その他 85.3%であった。心停止状況下において AEDが使
用できなかった理由は、自宅では「AEDを調達できる状況ではなかった（自分以外に人がい
なかったなど）」（46.2%）、職場では、「AEDを調達できる状況ではなかった（自分以外に人
がいなかったなど）」「倒れている人が、会話ができるなど明らかに AED が不要な状態であ
った」（いずれも 23.1%）、その他では「AEDが到着する前または、使用する前に救急隊が到
着した」（36.4%）であった。 
【結語】研究①：「倒れている人へ近づくことへの恐怖」、「救命行動を行ってよいかわからな

かったこと」が、救急現場に居合わせた市民の救命行動の実施を妨げていることが示唆され

た。 
研究②：AEDの使用状況や理由は場所により違いがあり、救急現場の環境が原因になってい
た。設置されている AEDを有効に活用するために、講習会内容の見直しや AEDを心停止現
場に届けるスマートフォンなどのシステムの活用が有用かもしれない。 

 

A．研究目的 

【研究①】 
実際の救急現場に居合わせた市民の抱いた心

理的障壁と救命行動の実施との関連を調べる 
【研究②】 
救急現場に居合わせた市民を対象に、人が倒れ

た現場に遭遇した際、AED を含めた救命行動の

実態および、AED が使用できなかった理由を明
らかにする。 

 

B．研究方法 

1．研究デザイン 

横断的研究 
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2．セッティング 

大阪市消防局、高崎市等広域消防局、堺市消防

局、岸和田市消防本部、大阪ライフサポート協会、

茨城 PUSH、愛知 PUSH、日本赤十字社（本部・
47 支部）が実施している心肺蘇生講習会（参加
者）、ならびに京都大学、第一生命保険株式会社

の 2事業所（従業員）とした。 

3．研究対象者の適格基準 

18 歳以上の市民とし、医師、看護師、救急救
命士の医療系国家資格を有するものを除外した。 

4．質問紙作成方法 

1）救命行動の実施に関する項目 

研究①の主要評価項目は、人が倒れた現場に遭

遇した際に行った「何らかの救命行動の実施」と

し、研究者内で救命行動の実施に関し次の 8問を
作成した。 
①倒れている人に声をかけた（意識の確認をした） 
②人を集めた、もしくは AEDを要請するなど周
りの人に指示をした 

③119番通報を行った 
④AED を探しにいった、もしくは AED を運搬
した 

⑤胸骨圧迫（心臓マッサージ）を 1回でも行った 
⑥人工呼吸を 1回でも行った 
⑦AED パッドを貼り付けた、もしくは電気ショ
ックボタンを押した（AEDの運搬は含まない） 

⑧上記以外に何らかの救命行動を行った 
これらの救命行動に関して、各項目を「実施し

た」、「実施しなかった」、「他の人が実施したため

実施する必要がなかった」の 3者択一で回答を得
た。 
なお、人が倒れた現場とは、倒れた原因は問わ

ずに自分の目の前で人が倒れた、もしくは倒れて

いた場面とし、酔っ払いなど明らかに救命処置

（119番通報など）が必要でない場合は除くと定
義した。 

2）心理的障壁に関する項目 

以下に示す 3つの段階を経て、項目の選定と決
定を行った。第一段階は、市民が救命行動を起こ

す際に抱く障壁について、先行研究結果をもとに、

心理面の障壁に関する 6つの各カテゴリー（①死
の恐怖への接触、②命を預かることへの負担感、

③救命行為に伴う自身への代償の予測、④心停止

かどうかの不安、⑤CPR 実施（心肺蘇生実施）
への不安、⑥混乱・焦り）に対して、研究者内で

5項目ずつ（計 30項目）仮質問を作成した。 
第二段階は、研究者以外で救急医療に従事する

医師 4 名、看護師 3 名、救急救命士 3 名で専門
家パネルを構成し、質問紙に掲載を行う項目を決

定するために研究用に作成した Webアンケート
フォームを用い、先行研究を参考にデルファイ法

を 2回行った。1回目は、各項目に対して「質問
項目が何らかの救命行動を起こす際に抱く障壁

を説明しているか」どうかを、項目として「極め

て適切でない」から「極めて適切である」までの

9段階（1～9点）で評価を行った。回答者の 80%
が 6 点以上をつけた質問項目を残し、回答者の
80%が 4点以下をつけた質問項目は除外した。2
回目は、質問項目の候補に対して、1回目の集計
結果を示した上で、再度 9段階で評価を行った。
回答者の 80%が 6 点以上をつけたものを最終質
問項目とし、そのうち同じカテゴリー内の質問項

目が 2 つ以上残った場合はより得点が高いもの
を採用した。最後に、専門家パネル・研究者内で

合意を得た上で質問項目を確定させた。 
第三段階として、表面的妥当性の検討を目的に、

専門家によるデルファイ法にて作成した仮質問

紙について、質問項目が「何らかの救命行動を起

こす際に抱く障壁」として適切であるか、文章の

表現方法も含め市民 9名（救急現場に居合わせた
経験のある 5名を含む）が評価をおこなった。最
終的に採択した質問項目は以下のとおりである。

（前述の 6つのカテゴリーの数字と一致する） 
①倒れている人に近づくことへの恐怖 
②目の前の人の命が自分自身の行動にかかって
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いるという状況 
③自分自身への何らかの不利益になるのではな

いかという不安 
④救命行動を行ってよいかわからなかったこと 
⑤救命行動を正しく実施できる自信がなかった

こと 
⑥倒れている人を前にして混乱してしまったこ

と 
各項目が救命行動を実施するにあたり障壁と

なっていたかを「とてもなった」、「少しなった」、

「あまりならなかった」、「ならなかった」の 4
段階で回答を求めた。 

3）AED使用への障壁に関する項目 

先行文献を参考に研究者内で議論し、AED 使
用への障壁となりうる以下 10項目の評価項目の
作成を行った。 
なおこの評価項目は、（ア）の救命行動の実施

に関する項目のうち、⑦AED パッドを貼り付け
た、もしくは電気ショックボタンを押した（AED
の運搬は含まない）を「実施しなかった」と回答

したものに対して行い、当てはまる理由を複数選

択形式で回答を求めた。 
①倒れていた人が、会話ができるなど明らかに

AEDが不要な状態であった 
②AED が到着する前または、使用する前に救急
隊が到着した 

③AED を調達できる状況ではなかった（自分以
外に人がいなかったなど） 

④自分自身がAEDを使用してもよいかわからな
かった 

⑤倒れている人に対してAEDを使用してよい状
況かどうかがわからなかった 

⑥AED は到着したが、使用方法が分からなかっ
た 

⑦AED は到着したが、正しく利用できるか自信
がなかった 

⑧AEDがどこにあるかわからなかった 
⑨AED を使用するということが思いつかなかっ
た 

⑩AEDをそもそも知らなかった 
4）その他の項目 

先行研究をもとに、救命行動と関連のある項目

として対象者の属性 2問（性別、年齢）、自身お
よび救急現場の特徴 7問（救急現場に遭遇する前
の心肺蘇生講習会の受講の有無、救急現場に遭遇

する前の傷病者への対応の有無、遭遇場所、傷病

者との関係、傷病者の倒れた状況、傷病者の性別、

傷病者の年齢区分）を問う質問を作成した。 

5．質問紙の配布方法 

心肺蘇生講習会を行っている機関では、講習会

開始前に講習会に参加した市民に対して、無記名

自記式質問紙を配布し、その場で回収を行った。

それ以外の機関は、研究対象の適格基準に当ては

まる市民に対して質問紙を配布し回収した。京都

大学以外の機関では、質問紙配布と回収は機関の

担当者へ依頼し、回収された質問紙は配布機関よ

り京都大学へ郵送された。 

6．質問紙調査実施期間 

2018年 8月 1日～2018年 11月 20日 

7．解析方法 

本報告では、救急現場に遭遇した経験があると

回答したものの結果を報告する。解析対象集団は、

適格基準を満たした中で、5年以内に救急現場に
居合わせた経験のあるものとし、病院や老人ホー

ムでの遭遇は除外した。 
【研究①】 
主要評価項目は、「何らかの救命行動実施」と

した。救命行動の実施に関する 8項目中、1項目
以上で「実施した」と回答していた場合「何らか

の救命行動実施あり」とした。 
心理的障壁（4段階のうち「とてもなった」「少

しなった」を「障壁となった」、「あまりならなか

った」「ならなかった」を「障壁とならなった」

に 2区分）および心理的障壁以外の救命行動に関
連する因子（対象者の性別（男/女）、対象者の年
齢（連続値）、救急現場に遭遇する前の心肺蘇生
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講習会の受講（あり/なし）、救急現場に遭遇する
前の傷病者への対応（あり/なし）、遭遇場所（自
宅/勤務場所/教育施設/スポーツ施設/公共施設/そ
の他）、傷病者との関係（家族/その他）、傷病者
の倒れた状況（心停止以外/心停止/わからない）、
傷病者の性別（男/女）、傷病者の年齢（大人/子ど
も））を説明変数としロジスティック回帰モデル

を用いて、何らかの救命行動の実施に対する各因

子のオッズ比（odds ratio: OR）とその 95%信頼
区間（confidence interval: CI）を算出した。欠
測値は検定から除外した。 
【研究②】 
自宅へのAED設置は限られていることを考え

AED の使用状況は、救急現場が発生した場所に
大きく依存すると考えた。そのため、救急現場の

場所の情報がないものも解析対象から外した。 
救急現場に遭遇した場所に加え、救急現場の状

況により、AED を含めた救命行動に違いがある
可能性を考えた。そこで発生場所に加え、心停止

遭遇場面（以下、心停止）、心停止以外の人が倒

れた（倒れていた）場面への遭遇（以下、心停止

以外）、人が倒れていた状況（原因）がわからな

かった（以下、わからない）の 3つ状況に分けて、
AED使用を含めた救命行動、AED使用に関する
障壁について記述した。 
研究①②いずれも SPSSVers.24J (IBM Crop. 

Armonk, NY)を使用した。 
（倫理面への配慮） 

事前に説明文書において調査内容や所要時間

などを説明し、自由意思による参加並びに、回答

を拒否することは可能であることを周知した。心

理的な支援や精神科治療を必要とする対象者に

は相談・医療機関に受診できるよう説明文書に研

究者の連絡先を記載した。 
本研究は京都大学医の倫理委員会による承認

（R1393）を得て実施した。 
	

 

C．研究結果 

1．質問紙集計 

8,430人に質問紙を配布し、7,827人（92.8%）
から回収、適格基準に該当した者は 7,008 人
（83.1%）であった。そのうち 5年以内に救急現
場に居合わせた経験のあるものは 1,361 人
（16.1%）であり、無効回答者を除き 1,220人を
研究①の解析対象、救急現場の場所データが欠測

しているものを除外した 1,194 人を研究②の解
析対象とした（図 1）。 

2．研究① 

1）対象者背景 

対象者背景を表 1 に示す。男性は 646 人
（53.0%）、年齢の中央値は 39歳であった。傷病
者に遭遇した場所で一番多かったのは勤務場所

（292 人、23.9%）、傷病者の倒れた状況は、心
停止以外（急病）（868人、71.1%）が最も多く、
次いでわからない（判断できなかった）（228人、
18.7%）、心停止（124人、10.2%）であった。 

2）救命行動の実施 

何らかの救命行動を実施したものは 915 人
（75.0%）であった。自ら倒れている人に声をか
けたものは 761 人（62.4%） であり、8 項目の
中で最も実施割合が高かった。 

3）心理的障壁 

6つの心理的障壁の分布を図 2に示す。障壁と
なった割合が最も高かった項目は、「救命行動を

正しく実施できる自信がなかったこと」（541人、
44.3%）であり、続いて「救命行動を行ってよい
かわからなかったこと」（442人、36.3%）、「倒
れている人へ近づくことへの恐怖」（417 人、
34.1%）であった。 

4）救命行動の実施に影響を与える要因 

表 2 に 6 つの心理的障壁、およびその他の要
因の救命行動の実施に対する影響について、単変

量および、多変量ロジスティック回帰分析を行っ

た結果を示す。心理的障壁の中でも「倒れている

人へ近づくことへの恐怖」（Adjusted OR [AOR] 
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0.50; 95% CI 0.32-0.79）、「救命行動を行ってよ
いかわからなかったこと」（AOR 0.63; 95% CI 
0.40-0.99）が救命行動の実施に関係しているこ
とが示された。 

3．研究② 

1）傷病者が倒れた場所別および状況別、対象

者（救助者）背景 

表 3に傷病者が倒れた場所別および状況別、対
象者（救助者）背景を示す。場所および状況ごと

で救助者の背景が異なっていた。年齢は中央値で

26歳（学校・心停止以外）から 50歳（スポーツ
施設・心停止）、救急現場に居合わせる前の心肺

蘇生講習会の受講経験があった割合は、20.0%
（スポーツ施設・わからない）から 83.3%（学校・
心停止およびスポーツ施設・心停止）であった。 

2）傷病者が倒れた場所別および状況別、現場

の状況 

表 4に傷病者が倒れた場所別および状況別、現
場の状況を示す。 
対象者（救助者）以外の他の人がいた割合は、

自宅において 62.5%（心停止）、75.3%（心停止
以外）、100%（わからない）、公共施設、学校、
スポーツ施設でおいてはいずれの状況下でも

100%であった。倒れた人との関係性をみてみる
と、自宅では家族の割合が、93.8%（心停止）、
89.0%（心停止以外）、83.3%（わからない）であ
った。 

3）傷病者が倒れた場所別および状況別、対象

者（救助者）が行った救助行動 

表 5 に傷病者が倒れた場所別および状況別、
AED の使用を含め対象者（救助者）が行った救
助行動を示す。 
最もAEDを使用して欲しいと考える心停止状

況下において、対象者自身が行った場合と他の救

助者が行った場合を合わせてAEDを探しに行っ
たり、運搬した割合をみてみると、自宅では

12.5%、職場 85.1%、公共施設 84.6%、学校、ス
ポーツ施設ではいずれも 100%、その他 76.4%で

あった。AEDの使用（AEDパッドを貼り付けた、
もしくは電気ショックボタンを押した）に関して

は、自宅では 6.3%、職場 72.4%、公共施設 76.9%、
学校、スポーツ施設ではいずれも 100%、その他
67.7%であった。 
胸骨圧迫の実施割合もAED同様に対象者自身

が行った場合と他の救助者が行った場合を合わ

せてみてみると、自宅では 87.5%、職場 78.8%、
公共施設、学校、スポーツ施設ではいずれも

100%、その他 85.3%であった。人工呼吸につい
ては、自宅では 37.5%、職場 44.7%、公共施設
61.5%、学校、スポーツ施設ではいずれも 66.7%、
その他 61.8%であった。 

4）傷病者が倒れた場所別および状況別、対象

者（救助者）が AEDを使えなかった理由 

表 6では、AEDの使用（AEDパッドを貼り付
けた、もしくは電気ショックボタンを押した）も

のに対してその理由を聞いた結果を示す。 
AED を最も使用して欲しい心停止状況下にお

いて使用できなかった理由を場所ごとでみると、

自宅では「AEDを調達できる状況ではなかった 
（自分以外に人がいなかったなど）」（46.2%）

が最も多く、ついで「AED がどこにあるかわか
らなかった」（15.4%）であった。職場では、「AED
を調達できる状況ではなかった（自分以外に人が

いなかったなど）」「倒れている人が、会話ができ

るなど明らかにAEDが不要な状態であった」（い
ずれも 23.1%）、ついで「倒れている人に対して
AED を使用してよい状況かどうかわからなかっ
た」「AEDが到着する前または、使用する前に救
急隊が到着した」（15.4%）、その他では「AED
が到着する前または、使用する前に救急隊が到着

した」（36.4%）ついで、「AED を調達できる状
況ではなかった（自分以外に人がいなかったな

ど）」「AED がどこにあるかわからなかった」

（27.3%）であった。 
 
両研究の対象者は、心肺蘇生講習会の参加者と

それ以外のものが混在していたが、両者を分けて
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解析を行った結果は同じ傾向であった。 
 

D．考察 

研究① 

研究①では、救急現場に居合わせた市民の抱い

た心理的障壁と救命行動の実施との関連につい

て、心停止に限定せず、救命行動を実施できなか

った場合も含めたうえで検討し、「倒れている人

へ近づくことへの恐怖」、「救命行動を行ってよい

かわからなかったこと」が心理的障壁となり救命

行動の実施に関連していることを示唆した。従来

は、質的研究で心理的障壁を検討されたものが多

く、どの心理的障壁がどの程度影響していたかは

不明であった。しかし、質的研究をベースに行っ

た本研究により、今まで同等に扱われてきた障壁

の中でも、特に注目すべき障壁が浮き彫りとなっ

た。市民の救命行動、中でも大きな効果が期待さ

れる CPRを促すためには、技術や知識の指導だ
けではなく心理面のサポートが重要であると報

告されているが、本研究は心理的サポートの中で

もどのような障壁に焦点を当てるべきか具体的

な示唆を与えた。 
本研究の結果では、「倒れている人へ近づくこ

とへの恐怖」が救命行動に最も強く影響していた。

救急現場で感じる恐怖については先行研究にお

いても報告されており、予期せぬ遭遇によって抱

く恐怖を乗り越えるためには、普段より心理的な

準備をしておく必要があると示唆されている。講

習会時に、救急現場で起こりうる状況、例えば、

人は他人がいると誰かが救助行動を起こすであ

ろうと思い、自ら救助行動を起こしにくいという

bystander effectなどの集団心理について、実例
を交えて紹介することで、市民が救急現場を具体

的にイメージできるようにすることが有効かも

しれない。 
先行研究では、正しい CPR実施への不安やパ

ニックが障壁として報告されているが、本結果か

らは、これらの障壁にあたる項目が救命行動に影

響していたとはいえなかった。その一方で、「救

命行動を行ってよいかわからなかったこと」が救

命行動に影響をしていたことが新たに明らかと

なった。本研究における救命行動を実施できなか

った人は、声をかける、現場に近づくといった初

めの一歩を踏み出せなかった人である。その背景

には、救命行動の手技への不安や、傷病者に近づ

いた後の状況に対して障壁を感じる前に、市民が

救命行動を行ってよいのかわからない、という根

本的な障壁が存在するのではないかと考えられ

る。市民が傷病者に対して行った行為によって状

況が悪化しないこと、特に心停止は誰かが救命行

動を起こさなければ短時間で死に至る状態であ

ること、など、市民が救命行動を行うことによっ

て害になるような場面はないことを強調するこ

とが必要と思われた。 
心肺蘇生講習会の受講経験は、心停止現場にお

いて心肺蘇生の実施を促す要因とされていたが、

本研究ではその傾向がみられなかった。現在の心

肺蘇生講習会では救命行動を促すには不十分な

のかもしれない。今後の講習会には、本研究で得

られた結果を反映するような、心理的面にもアプ

ローチするような講習会を実施する必要があろ

う。 
対象者の中で、何らかの救命行動を行ったもの

は 75.0%に上った。大学生を対象に行われた先行
研究では、心停止に遭遇した 48.6%が、心停止以
外に遭遇した 53.6%が何らかの救命行動を実施
していた。本研究結果は、既存研究の結果と比較

すると、実施割合が高かった。この理由として、

本研究の対象者の多くは心肺蘇生講習会の参加

者であり、もともと救助活動に対する意識が高か

った可能性がる。さらに、50%以上の者が、救急
現場に遭遇する前に、心肺蘇生講習会への参加経

験があった。これらが、本研究における、何らか

の救命行動の実施割合に影響を与えている可能

性がある。先行研究では心停止症例における

CPR（胸骨圧迫、人工呼吸、AEDの使用）実施
割合しか調査されていなかったが、実際には、傷
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病者の状況に関係なく、意識の確認や 119 番通
報、他の人への指示など、多くの人が何らかの救

命行動を担っていたことが示された。救命行動は

いくつかのプロセスがあり一人ですべてを担う

ことは難しいため、一人一人が何らかの行動を起

こすことで次の救命行動が行われ、救命率の向上

につながる可能性がある。救急現場で何らかの救

命行動を起こすことができる人を増やすための

方策検討のために、本研究結果は有用であると考

えられる。 
 

研究② 

本研究は、救急現場に居合わせた市民を対象に、

人が倒れた現場に遭遇した際、AED を含めた救
命行動の実態および、AED が使用できなかった
理由を、救急現場の発生場所およびその状況（心

停止、心停止以外、わからない）に分けて検討を

行った。これまでの研究では、心停止現場に限定

しAEDの使用状況を検討されているものはあっ
たが、今回は状況を限定せず心停止現場以外でも

AEDが使用されているか実態を調べた。 
最もAEDの使用が望まれる心停止状況下にお

いて、一般市民が AEDを探しに行ったり運搬し
ている割合は、自宅では 12.5%、職場 85.1%、公
共施設 84.6%、学校、スポーツ施設ではいずれも
100%、その他 76.4%であった。自宅とそれ以外
の場所では、AED を探しに行ったり運搬してい
る割合の違いが著明であった。これは、救急現場

が発生した場所に AEDが設置されている（その
可能性がある）場所かどうかおよび、救急現場に

複数人の人がいて救助行動を協力して行える環

境であるか否かが影響している。本研究では、自

宅では 62%しか周りに人がいる環境でなかった
ことに比べ、それ以外の場所では 90-100%周り
に人がいる環境であった。AED の適正配置に関
するガイドラインでは、集合自宅については

AED の設置を考慮してもいい場所として例示さ
れ、周囲で救助を行うものがいることが期待され

る状況下であれば、自宅に AED の設置を考慮
してもよいと言われている。今回、集合住宅であ

ったか否かは不明であるが、自宅への設置は限ら

れていることが考えられるため、自宅で救急現場

に居合わせた際には、AED を探したり運搬する
ことは難しい状況であると言える。その結果、

AED の使用割合の低さにもつながることが考え
られる。周囲で救助を行うものがいることが期待

できる場所へ AED を設置することは、AED を
一般市民に利活用してもらうための第一歩にな

る。 
AEDの使用についても、自宅では 6.3%、職場

72.4%、公共施設 76.9%、学校、スポーツ施設で
はいずれも 100%、その他 67.7%と先行研究同様
に場所によって相違がみられた。AED の適正配
置に関するガイドラインにおいて、AED の設置
を推奨されている施設である学校やスポーツ施

設では AEDが 100%使用されていた。AEDは設
置するだけではなく、それを使える人が周りにい

ることが救命には不可欠である。また、救命率を

高めるためには AEDの使用のみならず、同時に
胸骨圧迫が実施されることが重要である。これら

の場所における胸骨圧迫実施割合はいずれも

100%であり、一般市民により理想的な救命行動
が実施されていることが示唆されている。今回は

救命率に関するデータがないため、これらがどの

程度の効果を得られているかまでは評価するこ

とができていない。今後、場所の詳細な情報と

AED 使用および、救命率の検討も実施する必要
がある。 

AED の使用割合は、全国ウツタインデータに
基づいた報告（4.9%）よりも高い傾向であった。
全国ウツタインデータでは、一般市民により通電

が成功したものを AED 使用と定義しているが、
本研究では、通電のみならず AEDパッド貼付も
合わせて AED 使用として定義した。そのため、
全国ウツタインデータのAEDの使用割合と大き
な違いが見られている。一般市民によって AED
のパットが貼付された割合を評価した先行研究
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では（2011年～2012年のデータ）、AEDパット
貼付割合は自宅で最も低く（1.3%）、スポーツ施
設（69.4%）、学校（50.0%）と、本研究の AED
使用割合の方がいずれの場所でも高い傾向であ

った。本研究は、2013年～2018年の間に救急現
場に遭遇した人を対象に行っている。先行研究の

対象期間である 2011 年には国内 AED 累計販売
台数は 310,075台、2016年は 688, 329台（本研
究期間中の利用できる最新データ）と約 2倍日本
国内に AEDが普及している。この設置台数の違
いが、結果に影響しているのかもしれない。 
一方で、倒れた状況が心停止かどうかかわらか

なかった状況においても、職場では 30.6%、公共
施設 57.2%、学校 50.0%、スポーツ施設 80.0%、
その他 45.3%、AEDを使用していた。AEDには
電気ショックが必要な状況か否かを判断する機

能がついており、わからない場合は使用するとい

う講習会での指導が影響している可能性が考え

られる。これらの状況下で AEDが使用されなか
った理由をみると、「倒れている人に対して AED
を使用してよい状況かどうかわからなかった」

「AED を使用するということが思いつかなかっ
た」と回答しているものが多かった。AED がさ
らに利用されるためには、人が倒れた現場に遭遇

した際、まず心停止ではないかと疑うことが重要

である。AED 自身が電気ショックの適応の有無
を判断するため、必要でない傷病者に対して利用

しても害はないこと、また、誰でも使用してよい

ことを今以上に伝え、傷病者の意識があり、AED
が不要であることが明らかに判断できる場合を

除いては、AED を使用することが当たり前にな
るように指導を強化することが必要と考えられ

る。 
心停止現場においてAEDを使用できなかった

理由を場所別にみてみると、他の人の存在、AED
が到着するまでに要する時間といった、救急現場

の環境が原因になっていた。現場に自分自身しか

いなかった場合や、自らが他の救命行動をしてい

た場合は、AED の使用が困難であったことが推

測できる。救命行動にはいくつかのプロセスがあ

り、一人ですべてを担うことは難しい。救急現場

で他の人が既に何らかの救命行動を行っていた

としても、人手が必要な可能性があるため、その

ような現場に遭遇した際には声を掛けるように

講習会で指導することは有効かもしれない。救助

者にとってなじみのある場所で、人が倒れた現場

に遭遇した際にはAEDがどこにあるか見当がつ
くが、いつ・どこでそのような場面に遭遇するか

はわからない。昨今、心停止が発生した際近くの

人にそのことを知らせ、応援を呼んだり、AED
を心停止現場へ届けるスマートフォンなどのシ

ステムの有効性が証明されてきている。このよう

なシステムが普及することで、AED の設置場所
がわからないため AED が使用できない、AED
到着よりも先に救急隊が到着したためAEDが使
用できなかったということは解消されるかもし

れない。 
胸骨圧迫の実施割合は、救助者が行った場合と

他の人が行った場合を合わせて、自宅では 87.5%、
職場 78.8%、公共施設、学校、スポーツ施設では
いずれも 100%、その他 85.3%であり、全国ウツ
タインデータの 58.1%よりもいずれも高い割合
であった。救命講習会を受けに来ている人の中に

は、救急現場に遭遇した際に、他の人が何らかの

救命行動を行っている姿を見て何もその時にで

きなかったことを悔やみ心肺蘇生講習会を受講

している人が含まれているかもしれない。一方、

他の人の行動を見て自分自身が行動を起こせな

かったことを悔やんでいない人は、講習会に参加

することは少ないかもしれない。このような、対

象者の偏りが胸骨圧迫の実施割合の高さに表れ

ているかもしれない。 
両研究にはいくつかの限界がある。第一に、質

問紙調査を行った対象の年齢の中央値は 39歳で
あり、多くが日中に働きに出ている世代であった

と考えられる。そのため本結果の一般化可能性に

は限界がある。第二に、質問紙配布場所の多くが

心肺蘇生講習会であったため、心肺蘇生や AED
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に関心が高いものが多く含まれ、そのことが結果

に影響していることは否めない。第三に、救命行

動を「実施しなかった」という回答項目を設けた

が、救命行動を行う必要がないために実施しなか

ったのか、救命行動を行う必要があるのに実施し

なかったのかの区別ができていない。第四に、対

象者による自記式回答のため、回答情報の正確性

およびその客観性に欠ける点は否めない。最後に、

救命行動は社会的に望まれる行動であるため、回

答に社会的望ましさバイアスが含まれている可

能性がある。 
 

E．結論 

研究① 

「倒れている人へ近づくことへの恐怖」、「救命

行動を行ってよいかわからなかったこと」が、救

急現場に居合わせた市民の救命行動の実施を妨

げていることが示唆された。 

研究② 

心停止現場において、一般市民が AEDを探し
に行ったり運搬している割合は、自宅 12.5%、職
場 85.1%、公共施設 84.6%、学校、スポーツ施設
ではいずれも 100%、その他 76.4%、AED の使
用については、自宅 6.3%、職場 72.4%、公共施
設 76.9%、学校、スポーツ施設ではいずれも 100%、
その他 67.7%であり、場所により違いがみたれた。
AED を使用できなかった理由も場所に依存して
おり、他の人の存在、AED が到着するまでに要
する時間といった、救急現場の環境が原因になっ

ていた。設置されている AEDを有効に活用する
ために、講習会内容の見直しや AEDを心停止現
場に届けるスマートフォンなどのシステムの活

用が有用かもしれない。 
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図 1．解析対象者のフロー 

 

表 1．対象者の背景 

男性, n (%) 646 (53.0) 1 (0.1)
年齢, 歳, 中央値 (IQR) 39 (27-49) 0 (0.0)
遭遇前の心肺蘇生講習会受講あり, n (%) 744 (61.0) 87 (7.1)
遭遇前の傷病者への対応あり, n (%) 611 (50.1) 27 (2.2)
遭遇した場所, n (%) 26 (2.1)
　　勤務場所 292 (23.9)
　　公共施設 177 (14.5)
　　自宅 101 (8.3)
　　教育施設 79 (6.5)
　　スポーツ施設 56 (4.6)
　　その他 489 (40.1)
傷病者との関係性, n (%) 7 (0.6)
　　家族 104 (8.5)
　　その他 1,109 (90.9)
傷病者の倒れた状況, n (%) 0 (0.0)
　　心停止以外 868 (71.1)
　　心停止 124 (10.2)
　　わからない 228 (18.7)
傷病者, n (%)
　　男性 727 (59.6) 29 (2.4)
　　大人 1,089 (89.3) 9 (0.7)
IQR: Interquartile range.

n=1,220
Total

Missing

適格基準該当
n = 7,008

未記入（n = 83）
18歳未満または年齢不明（n = 336）
医療系国家資格保有または無回答（n = 400）

質問紙配布
n = 8,430

未回収（n = 603）

回収
n = 7,827 

救急現場遭遇なし、または5年より前に遭遇あり、
または無回答・複数選択（n = 5,647）

5年以内に救急現場に
居合わせた経験あり

n = 1,361 病院または老人ホームでの遭遇（n = 54）
心理的障壁項目または救命行動の実施項目に回
答なし、または複数選択が2質問項目以上あり
（n = 85）
倒れた状況に関して無回答（n = 2）解析対象（研究①）

n = 1,220

解析対象（研究②）
n = 1,194

倒れた場所に関して無回答（n= 26）
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図 2．心理的障壁の分布 

 

表 2．心理的障壁とそれ以外の因子の救命行動との関連 

Crude
OR

心理的障壁

倒れている人へ近づくことへの恐怖 257/417 (61.6) 0.35 (0.27–0.46） 0.50 (0.32–0.79)
目の前の人の命が自分自身の行動にかかっているという状況 252/386 (65.3) 0.48 (0.36–0.62) 0.99 (0.62–1.59)
自分自身へ何か不利益になるのではないかという不安 134/208 (64.4) 0.52 (0.38–0.72) 1.26 (0.77–2.06)
救命行動を行ってよいかわからなかったこと 277/442 (62.7) 0.35 (0.27–0.46) 0.63 (0.40–0.99)
救命行動を正しく実施できる自信がなかったこと 360/541 (66.5) 0.43 (0.33–0.56) 0.81 (0.51–1.29)
倒れている人を前にして混乱してしまった（パニックになった）こと 252/371 (67.9) 0.59 (0.45–0.77) 1.26 (0.82–1.93)
心理的障壁以外の因子

対象者の年齢 1.01 (1.00–1.02) 1.00 (0.98–1.01)
対象者の性別：男性 502/646 (77.7) 1.35 (1.04–1.75) 1.25 (0.89–1.75)
遭遇場所

勤務場所 259/292 (88.7) 0.24 (0.07–0.80) 0.20 (0.06–0.71)
公共施設 108/177 (61.0) 0.05 (0.02–0.16) 0.05 (0.01–0.18)
自宅 98/101 (97.0) Reference Reference
教育施設 52/79 (65.8) 0.06 (0.02–0.20) 0.04 (0.01–0.14)
スポーツ施設 42/56 (75.0) 0.09 (0.03–0.34) 0.08 (0.02–0.35)
その他 336/489 (68.7) 0.07 (0.02–0.22) 0.09 (0.03–0.32)

傷病者の状況

　　心停止以外 715/868 (82.4) Reference Reference
　　心停止 97/124 (78.2) 0.77 (0.49–1.22) 0.56 (0.31–1.00)
　　わからない 103/228 (45.2) 0.18 (0.13–0.24) 0.25 (0.17–0.36)
傷病者との関係性：他人 640/898 (71.3) 0.42 (0.30–0.60) 0.86 (0.55–1.35)
傷病者の性別：女性 368/464 (79.3) 1.51 (1.14–1.99) 1.26 (0.88–1.79)
傷病者の年齢：子ども（高校生以下） 101/122 (82.8) 1.69 (1.04–2.75) 1.44 (0.77–2.70)
遭遇前の講習会受講あり 588/744 (79.0) 1.79 (1.35–2.35) 1.36 (0.97–1.92)
遭遇前の救急対応あり 524/611 (85.8) 3.35 (2.52–4.45) 2.90 (2.06–4.09)
n,救命行動実施者数; N,（心理的障壁）障壁保有者数、（心理的障壁以外の因子）各因子該当者数; OR,オッズ比; CI,信頼区間.
調整因子:各心理的障壁, 対象者の年齢, 対象者の性別, 遭遇場所, 傷病者の倒れた状況, 傷病者との関係性,

傷病者の性別, 傷病者の年齢, 救急現場に遭遇する前の心肺蘇生講習会の受講, 救急現場に遭遇する前の傷病者への対応.

n/N (%) (95% CI) Adjusted
OR (95% CI)
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平成 29-31（令和 1）年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

『市民によるＡＥＤのさらなる使用促進とＡＥＤ関連情報の取扱いについての研究』 

分担研究報告書 

 

現場付近の救助者への心停止発生通知システムに関する研究 

 

研究分担者	 石見	 	 拓	 京都大学環境安全保健機構	 教授 

研究協力者	 木口	 雄之	 京都大学環境安全保健機構	 特定助教 

	 	 	 	 	 	 島本	 大也	 京都大学環境安全保健機構	 特定助教 

	 	 	 	 	 	 西山	 知佳	 京都大学大学院医学研究科人間健康科学系専攻臨床看護学分野 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 クリティカル看護学分野 准教授 

	 	 	 	 	 	 吉村	 聡志	 京都大学大学院医学研究科医学専攻予防医療学分野	 大学院生 

	 	 	 	 	 	 本間	 洋輔	 東京ベイ浦安市川医療センター救急集中治療科	 医長 

	 	 	 	 	 	 福島	 英賢	 奈良県県立医科大学高度救命救急センター	 教授 

 

研究要旨 

愛知県尾張旭市及び、千葉県柏市において 119番通報を受信した通信指令員が心停止を疑
った際、事前に登録された心停止現場付近にいる登録ボランティアへ心停止の発生情報と周

辺の公共 AEDの情報を伝達し、速やかに AEDを現場に届ける AED運搬システムの実証実
験を実施した。 
本研究では、尾張旭市で実施されている、AED運搬システムのボランティア希望者へ実施

される講習会において実施したアンケート調査と客観的に評価した実技試験の結果から、登

録ボランティアに応募する際の障壁となる課題の抽出とボランティア講習会の効果検証を行

った。また、両市において実際に心停止発生通知を受信した際にアプリを通じて通知に対す

る反応をしたボランティアに対するアンケート調査により、救命行動を起こそうとする理由

と救命行動をためらう理由について抽出した。 
登録ボランテイアに登録する際に、少ないかがらも心理的な障壁を有するボランティアは

存在し、障壁を軽減する工夫が必要と考えられた。実技試験の客観的評価から講習会の内容

は、心肺蘇生の手技を習得するのに十分であることが証明された。また、実際の心停止発生

通知を受けた多くの参加者の救命行動の促進要因は使命感や倫理感に基づくものであり、疎

外要因は、地理的、社会的要因の他、少なからず心理的障壁が存在していた。より広い対象

に本システムへ協力してもらうためには、要件を求めないボランティア募集の方策も考える

必要があるが、同時に心理的障壁を軽減するための方策が必要であると考えられた。 

 

A．研究目的 

心停止現場付近にいる事前に登録されたボラ

ンティアのスマートフォンアプリ（以下アプリ）

へ心停止の発生情報と周辺の公共AEDの情報を
伝達することで、速やかに AEDを現場に届ける
心停止発生通知システムの実証実験を通じ、
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AED の使用促進に繋げるための課題について検
討すること。 

 

B．研究方法 

愛知県尾張旭市における「ソーシャルメディア

テクノロジーを用いた心停止発生通知システム」

の実証実験を通じ、AED の使用促進に繋げるた
めの課題抽出を行うために、以下の 3つの研究を
実施した。 

【研究①】登録ボランティアに応募する際の障

壁となる課題の抽出 

・研究デザイン：質問紙調査 
・セッティング：愛知県尾張旭市（人口：83,345
人、面積：21.03km2） 

・対象：愛知県尾張旭市において、2018年 4月
以降に、心停止発生通知システムの登録ボラン

ティアとなるために講習会を受講したもの。 
・除外基準：なし 
・対象者の人数：100名 
・研究期間：2018年 4月 1日～2019年 3月 31
日 

・測定項目： 
回答者情報：性別、年齢、学歴、職業、資格、

過去の講習会受講歴 
・質問項目：ボランティアに応募した理由、講習

会の内容が十分であったかどうか、講習会の理

解度、試験の必要性、ボランティアに応募する

際の障壁の有無と内容 
・測定方法：ボランティア講習会において、登録

質問紙を配布し、回答を得た。 
 

【研究②】愛知県尾張旭市の実証実験における

登録ボランティアに対する救命処置と個人情

報保護に関わる講習会の効果検証 

・研究デザイン：横断研究 
・セッティング：愛知県尾張旭市（人口：83,345
人、面積：21.03km2） 

・対象：愛知県尾張旭市において、2018年 4月
以降に、心停止発生通知システムの登録ボラン

ティアとなるために講習会を受講したもの。 
・除外基準：なし 
・対象者の人数：100名 
・研究期間：2018年 4月 1日～2019年 3月 31
日 

・測定項目： 
受講者情報：性別、年齢、学歴、職業、資格、

過去の講習会受講歴 
救命処置の質情報：受講生は、実技試験として、

目の前で人が倒れた場面を想定し、倒れた人の発

見から AEDによる電気ショックの実施まで、一
連の蘇生行為を実施した。発見からから胸骨圧迫

開始までの時間、AED 到着から電気ショック実
施までの時間、適切な胸骨圧迫の割合（深さ、リ

ズム、リコイル）、chest compression fraction
（CCF）、を評価した。CCFは、胸骨圧迫の開始
から 1分間を測定対象とした。 
 
・測定方法：受講者情報は研究①の受講者アンケ

ートより収集した。胸骨圧迫の評価は、専用の

機器を用いて実施した。発見から胸骨圧迫開始

までの時間、AED 到着から電気ショック実施
までの時間については、尾張旭消防のインスト

ラクターが測定・記録を行った。 
胸骨圧迫の測定機器：第１回の講習会において

は、胸骨圧迫の質は住友理工株式会社が開発した

胸骨圧迫訓練評価システム「しんのすけくん」を

用いておこなったが、胸骨圧迫の深さについての

評価がインストラクターの評価と異なること、機

器を貼り付けている箇所が胸骨圧迫の場所だと

示唆してしまうことから機材を変更し、第２回、

第３回はレールダルメディカルの開発した「リト

ルアン QCPR」を用いて行った。 
 

＜ボランティア講習会について＞ 
市民が尾張旭市におけるAED心停止発生通知

システムの登録ボランティアになるためには、ボ
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ランティア養成講習会を受講する必要がある。本

講習会は、消防庁の指定する普通救命講習Ⅱの内

容に加え、ボランティアの説明、個人情報保護と

補償、アプリのダウンロードと使い方、から構成

されている。普通救命講習Ⅱは、事前に消防庁の

e-learningを受講してもらうこと、受講者 2名に
Ⅰ体の訓練用人形を用いることで、時間を短縮し

て実施している。また、第３回の講習会では、心

肺蘇生の実技練習時にメトロノームを用いて心

肺蘇生のリズムを指導する方式をとった 
 

【研究③】心停止発生の通知を受けた登録ボラ

ンティアの救命行動を促進する要因と阻害す

る要因の抽出 

・研究デザイン：Web アンケートによる横断研
究 

・セッティング：千葉県柏市（人口：431,295人、
面積：114.74km2）並びに愛知県尾張旭市（人

口：83,794人、面積：21.03km2） 
・対象：愛知県尾張旭市と千葉県柏市において、

AED 運搬システムへボランティア登録した者
のうち、心停止発生通知を受信した際にアプリ

を通じて通知に対する反応をした者 
・除外基準：なし 
・研究期間：2019年 8月 1日～2020年 3月 31
日 

 
・測定項目： 
先行研究 1)を元に項目を吟味し、以下の内容を

聴取した。具体的な質問内容及び解答の選択肢は

表 5を参照。職業、通知を受けた際に救命行動を
起こしたかどうか、救命行動を起こそうとしたか

どうか、救命行動を起こそうとした理由、救命行

動を起こすことへのためらいの有無、救命行動を

ためらった理由、ストレス反応の有無（心停止現

場へ到着した者のみ）。 
・測定方法：AED 運搬システムによる心停止発
生の通知事例が発生するごとに、対象者に対し

て無記名・自記式のWebアンケー トを送付し、
回答を得た。 

（倫理面への配慮） 

研究①	 無記名のアンケート調査であり、質問

紙の提出をもって同意を得た。 
研究②	 無記名の実技試験データのみインス

トラクターから収集し、集計を行った。 
研究③	 京都大学	 医の倫理委員会 R0220-3 

「AED 要請アプリケーション導入効果の検証

（パイロット研究）」における研究の一環として、

柏市、尾張旭市が収集し匿名化された情報を集計

した。 
 

C．研究結果 

【研究①】登録ボランティアに応募する際の障

壁となる課題の抽出 

2018年 6月 24日、8月 26日、10月 21日に、
ボランティア講習会を開催した。参加者は、それ

ぞれ 36名、38名、26名の合計 100名であった。
参加者の年齢の中央値は 46歳、53名（53.0％）
が男性であり、過去に心停止現場に遭遇した経験

を持つものが 14 名（14.0%）であった。医療従
事者は 4 名（4.7％）であった。救命講習の受講
歴がないものは、15 名であり、1 回の受講歴が
あるものは 18名、2回以上受講した者が 44名、
指導者資格を有する者が 8名存在した。（表 2） 
ボランティア講習会への参加を希望した理由

については、「人の助けになりたい」が最も多く、

3回の講習会で合計 69名が選択していた。（表 3）
ボランティアに登録するにあたっての障壁があ

ったか？という質問に対しては、11 名があった
と回答した。障壁があったと回答した者に対し最

も障壁となった項目を聞いた結果、他人の命が自

分の行動にかかっているという状況が 3名、救命
処置を正しくできないことに対する不安が 3名、
倒れている人に近づくことの恐怖が 1名、自分自
身への不利益に対する不安が 1名、その他：アプ
リの使い方が難しい、が 1名によってそれぞれ選
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ばれた。 
講習会の時間および内容については、それぞれ

80％以上が適切であったと回答しており、また、
実技試験についても必要との回答が全体 74％を
占めた。（表 2） 

 

【研究②】愛知県尾張旭市の実証実験における

登録ボランティアに対する救命処置と個人情

報保護に関わる講習会の効果検証 

測定機器及びインストラクターによって記録

された、ボランティア講習会参加者の実技試験の

結果を表 3に示す。開始から胸骨圧迫までの時間
は、どの講習会においても中央値 30秒以内であ
った。AED の到着から電気ショック実施までの
時間も中央値１分以内で実施されていた。実施さ

れた胸骨圧迫のうち、適切な深さで実施できた割

合の中央値は、第１回が 13％、第 2回、第 3回
が 100%であった。適切なリズムでできていた割
合は、第１回が 68%、第 2回が 34％、第 3回が
71％であった。適切なリコイルの割合は、いず
れの講習会も 100％が中央値であった。CCF は
第１回、第２回、第３回がそれぞれ 47%、58%、
61%であった。 

 

【研究③】心停止発生の通知を受けた登録ボラ

ンティアの救命行動を促進する要因と阻害す

る要因の抽出 

研究期間に発生した心停止発生通知に対し、ア

プリを通じて反応したボランティアは、柏市 809
名、尾張旭市 773 名であった。そのうち、アン
ケートへ解答したものは、柏市 122名（15.0％）、
尾張旭市 190名（24.6％）の合計 312名（19.7％）
であった。 
アンケート回答者の職業の内訳は、その他市民

が 46.5％を締め最も多く、ついで救急救命士
13.5％、救急救命士以外の消防職員 9.6％、消防
団員 16.3％、その他市の職員 5.1％、医療職 9.0％
であった（表 6）。 

アプリの通知を受けて行動を起こそうと考え

た者は、193 名(61.9%)、そのうち通知後、実際
に現場へ向かったもしくは、AED を取りに行っ
たものは、31名（9.9%）であった。行動を起こ
すことへのためらいがあった者は 84 名(26.9%)
であった。(表 7) 
行動を起こそうと考えた理由(%)に関しては、

複数回答可能な設問であり、「助けたいという思

い」177名(91.7%)と最も多く、「命を預かること
への使命感」が 46名(23.8%)、「心肺蘇生法への
自信」が 41名(21.2%)、「行動を起こさなかった
場合の不安感・焦燥感」が 10 名(5.2%)、その他
4名(2.1%)であった(表 8)。 
行動を起こすことをためらった理由としては、

「心停止発生現場が遠すぎた」が 54 名(65.1)と
最も多く、次に「業務中、飲酒中、就寝中、体調

不良など行動を起こしづらいタイミング」が 27
名(32.5%)と次に多かった。それらにつづいて「現
場に到着した際に、倒れている人へ近づくことへ

の恐怖」、「人の命が自分自身の行動にかかってい

るという状況」,「現場に到着した際に、倒れて
いる人を前にして混乱してしまう(パニックにな
る)かもしれないこと」、がそれぞれ 6 名(7.2%)、
「現場に到着した際に、救命行動を正しく実施で

きる自信がなかったこと」が 5 名(6.0%)、「自分
自身へ何か不利益になるのではという不安(AED
を借りる際や現場到着時のトラブル、事後の訴訟

等)」、「現場に到着した際に、救命行動を行なっ
て良いかわからないかもしれないこと」、がそれ

ぞれ 1名（1,2％）であった。(表 9) 
消防関係者・医療従事者と、その他市民との層

別で、行動を起こそうと考えた割合、行動を起こ

すことをためらった割合及びそれぞれの理由に

ついてまとめた結果を表 10,11,12 に示す。消防
関係者・医療従事者とその他市民を比較すると、

行動を起こそうと考える割合は同程度であった

が（消防関係者・医療従事者 67.5％、その他市
民 65.8％）行動を起こすことへのためらいがあ
る割合は低かった（消防関係者・医療従事者
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21.8％、その他市民 34.5％）。行動を起こそうと
考えた理由については、「助けたいという思い」

は消防関係者・医療従事者、市民ともに 90%前
後が選択していた。「命を預かることの使命感」、

「心肺蘇生法への自信」、「行動を起こさなかった

場合の不安感・焦燥感」の選択肢は、消防関係者・

医療従事者において、選ばれる割合が高かった。

行動を起こすことをためらった理由については、

その他市民においてのみ、「人の命が自分自身の

行動に罹っているという状況」、「自分自身へなに

か不利益になるのではないかという不安」、「現場

同着後に救命行動を行っていいかわからないか

もしれないこと」、「救命行動を正しく実施できる

自信がないこと」が選択されていた。「現場に到

着した際に、倒れている人を前にして混乱してし

まう（パニックになる）かもしれないこと」につ

いては、行動を起こすことをためらったその他市

民の 5名（10.0%）が選択しており、消防関係者
も 1名(3.7%)が選択していた。 
また、心停止現場に辿りつけたと解答した者は

11 名であったが、その中で今回の救急要請に関
わった後、ストレス反応による症状（不安感、自

責の念、気分の落ち込み、不眠など）や、何らか

の症状がありましたか」の質問に関して、症状が

あると解答したものは存在しなかった。 
 

D．考察 

研究当初の 2年間で、AED運搬システムの登
録ボランティアを募集する講習会に参加した

100名から、ボランティア講習会に参加する際の
障壁や講習会の内容についての意識調査を実施

し、また、実技試験の客観的な評価によって、そ

の効果を検証した。3 年目には、AED 運搬シス
テムへボランティア登録した者のうち、心停止発

生通知を受信した際にアプリを通じて通知に対

する反応をした者に任意で回答する Webアンケ
ートを行い、通知を受け救命行動を起こす際の行

動促進要因と阻害要因の抽出を行った。心肺蘇生

ガイドライン 2015において提案され 2)、世界各

国で運用されているAED運搬システムの効果に
は、参加するボランティアの人数が影響すること

は自明であり、一連の研究は今後同システムのボ

ランティアを増やすだけでなく、積極的に救命ボ

ランティアとしての行動を起こしてもらうため

に重要な情報をもたらすものである。 
研究①では心停止発生通知システムの登録ボ

ランティアを募集する講習会に参加した 100 名
から、ボランティア講習会に参加する際の障壁や

講習会の内容についての意識調査を実施し、また、

研究②として講習会における実技試験の客観的

な評価によって、その効果を検証した。 
登録ボランティアの多くは非医療従事者であ

ったが、その多くは過去に 2回以上救命講習を受
講した経験を持っていた。参加した理由としては、

人の助けになりたいという回答が最も多かった。

これらの結果から今回の講習会においては、こう

した取り組みに対して関心の高い層が参加した

と考えられる。心肺蘇生ガイドライン 2015にお
いては、心停止の疑いのある人の近くにいる、意

思があり CPR を実施できる人に、ソーシャル
メディアなどのテクノロジーを用いて情報提供

することを提案する 2) とされており、今回の対
象者のような予め救命意識の高い方に心停止発

生情報を共有することも、AED の使用促進に有
効と考えられる。 
研究①における本講習会に参加した方へのア

ンケートでは、約 10%が心停止発生通知システ
ムのボランティアへ登録する際に障壁があった

と回答しており、その理由として、倒れている人

に近づくことへの恐怖や、他人の命が自分の行動

にかかっているという状況、救命処置を正しくで

きないことに対する不安、が選択されていた。こ

れらは、先行研究において実際の心停止現場で救

命処置に関わる際に感じるものとされている 3)。

恐怖感や、命が自身にかかっているという重圧を

除去することは難しいが、心肺蘇生や AEDによ
る処置を実施することで助かる命があること、救
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命講習会による体験やインストラクターからの

フィードバックで自信をつけてもらうことで、少

しでもそうした障壁を取り除くことが重要であ

る。 
研究②で評価した実技試験において、深さ、リ

コイルは機材による評価でほぼ 100%実施でき
ていることが示された。適切なリズムで実施でき

た割合については比較的低く、講習会の受講直後

であっても適切な胸骨圧迫のリズムの維持は難

しい側面が伺えた。先行研究では、口頭指導の際

にメトロノームを使うことで適切なリズムで胸

骨圧迫ができる効果が示唆されており 4)市民の

心肺蘇生の精度を高めるために、メトロノームを

活用することは重要であると考えられる。CCF
は中央値が 60％前後という結果であったが、心
肺蘇生ガイドライン 2015において、60％以上を
目標とすることが指摘されている 2)。本実技試験

においては、講習会の時間を短縮する関係から、

胸骨圧迫開始からの 1分のみで測定しており、フ
ェイスシールドの準備等が占める時間の割合が

高いと考えられ、そのため中央値が 60％を越え
ない回もあったと考えられる。本実験において実

施されたボランティア講習会は、e-learningを活
用した短縮型の救命講習Ⅱに準じた講習会であ

ったが、以上の結果から十分な救命技術を習得で

きたと考えられる。受講生の意識調査においても、

講習会の内容や時間については、参加者の 80％
以上の方が適切であったと回答しており、こうし

たAEDを積極的に活用するボランティアに講習
会が必要であると捉えているとも考えられる。ま

た試験についてもその必要性は多くの受講生が

感じており、実技試験によって適切な評価を受け

ることを通じて、ボランティア登録の際の障壁の

一つでもある「救命処置を正しくできないことに

対する不安」を取り除く効果があるのかもしれな

い。以上の結果から講習会は一定の効果を示した

と考えられる。 
今後は、本システムに登録されたボランティア

が、実際に救急要請を受けた際に、行動を起こす

に当たっての障壁の存在やその内容についても

精査していく必要がある。 
本研究の結果を解釈する際には、本取り組みが

先進的な取り組みであり、特に救命処置への参加

に関心が高い層が対象となっている可能性を考

慮する必要がある。今後、更にボランティアを増

やしていくにあたっては、今回実施した長時間に

わたる講習会の存在が参加の障壁となる可能性

もある。より多くのボランティアに協力を求める

という観点で考えると特に講習会の参加といっ

た要件を求めずに参加を促す方法もあり、今後よ

り広い対象に AED の活用を促していく際には、
こうした講習会の在り方も考える必要があるか

もしれない。 
研究③では、AED 運搬システムへボランティ

ア登録した者のうち、心停止発生通知を受信した

際にアプリを通じて通知に対する反応をした者

に任意で回答する Webアンケートを行い、通知
を受け救命行動を起こす際の行動促進要因と阻

害要因の抽出を行った。回答率が低く、より活動

意欲の高い者からの回答が多い可能性があるな

ど解釈に注意が必要であるが、先進的な取り組み

であるAED運搬システムへ参加するボランティ
アの、心理に迫る有用な研究である。 
回答者がアプリへ心停止発生通知を受けた際

に、救命行動を起こそうと考えた割合は 6割を超
え、半数以上が救命行動を起こそうとしていたこ

とがわかる。行動を起こそうと考えた理由につい

ては 91％の方が「助けたいという思い」を選択
しており、多くのボランティアに共通する動機で

あった。消防・医療関係者とその他市民とで層別

に見た場合でもその割合に変化は見られなかっ

たが、「命を預かることへの使命感」は消防・医

療従事者での割合が高く見られ、その職業に紐付

いた活動への責任感の強さが存在すると考えら

れた。「心肺蘇生法への自信」についても、消防・

医療従事者で多く選ばれる傾向があり、一般市民

においても講習会などで心肺蘇生手技への自信

をつけたり、シンプルな心肺蘇生法を広げたりと
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いった方策が、より行動を起こしやすいボランテ

ィア育成につながる可能性がある。また、「行動

をおこさなかった場合の不安感・焦燥感」も、消

防・医療従事者で多く選ばれていた。行動を起こ

そうと考えた人のなかにも精神的負担を強いて

いる危険性が示唆され、心的障壁とは別の精神的

負担の存在が明らかになった。今後ストレスケア

等でそのようなボランティアに対しても精神的

負担を軽減する方策が必要かもしれない。 
行動を起こすことをためらった理由としては、

心停止発生現場が遠すぎたこと、行動を起こしづ

らいタイミングであったこと、通知に気づくのが

遅かったこと、という、物理的・時間的な制約が

多くの割合を占めた。いずれも合理的な理由であ

り、ボランティアの人数を増やすことによって、

現場近くで、行動を起こしやすいタイミングのボ

ランティアを増やしていく必要がある。 
先行研究を元に抽出した、行動を起こすことを

ためらう心理的な理由については、いずれも 10%
未満と回答の割合は少ないながらも存在し、特に

市民においてその回答が多いことが明らかとな

った。救命行動を行ってよいかどうか分からない

かもしれないことや、手技への自信がないことに

ついては、希望者への講習会や E-learning 等を
通じて強化を行う必要がある。また、自分自身へ

なにか不利益になるのでは、という不安は 1名の
み解答があったが、いずれの市においてもボラン

ティア行動中の事故の保障や、公共の AED貸し
出し体制の整備が実施されており、その効果が現

れたものと推察された。 
救命行動を起こし、現場にたどり着いた者の中

でストレス反応を経験したと解答した者は、本研

究では存在しなかった。先行研究において、心停

止現場に関わったバイスタンダーへのインタビ

ュー調査の結果、18名中 13名に何らかのストレ
ス反応が存在する、とした報告がある 5)。今回の

アンケート調査では、回答者が現場に到着したの

みで心停止現場に直接関わっていない可能性や、

ストレス反応を自覚できていない可能性が考え

られる。今後、ボランティアが増えていく中で、

ストレス反応を起こす可能性や、行動から長期間

経過した際にストレス反応を自覚する可能性も

あり、今後は対象への聞き取り調査など、バイス

タンダーの心的負荷についての詳細な調査が必

要である。本研究の結果を解釈する際には、本取

り組みが先進的な取り組みであり、AED 運搬シ
ステムへ登録しているボランティア事態が救命

活動への参加に関心が高い層であり、かつ回答者

が限られているためそこから更に意欲の高い者

たちからの回答となっている可能性を考慮する

必要がある。しかし、その中でも多くのボランテ

ィアが救命行動を起こすことにためらいを感じ

ており、また心理的な障壁を感じている点は重要

であり、今後は単純にボランティアを増やすだけ

でなく、それら障壁を取り除く努力が必要と考え

られる。研究①・②で活用した、心肺蘇生の手技

の習得についての十分な効果が期待できる講習

は有用かもしれないが負担が大きく、希望者のみ

を対象とした講習、ボランティアとして登録後に

手技復習の機会として講習会を提供する、インタ

ーネットを活用してアクセスしやすい情報提供

を行う、といったボランティアとして参加した後

のサポート体制が重要と考えられる。 
また、一般市民も多く含まれているが、医療従

事者と消防職員が大半を占めており、もともと救

命への使命感や責任が高い集団であることを考

慮する必要がある。行動を起こそうと考えた割合

61.9％、行動を起こすことへのためらいがあった
割合 26.9％に対し、実際に行動を起こしたもの
は 9.9%であり、行動を起こすことにためらいが
あった、と回答していないが、行動を起こすに至

らなかった者が 25.1％存在することとなり、そ
の詳細については、本研究では検討できておらず、

詳細な調査が求められる。 
本研究から、本システムに登録されたボランテ

ィアが実際に心停止発生の通知を受けた際に、救

命行動を起こす理由、救命行動を起こすことをた

めらう理由について明らかとなった。また今回明
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らかになった救命行動の促進要因と疎外要因を

元にし、より市民が参加しやすい心停止発生通知

システムを構築していく必要がある。 
 

E．結論 

心停止現場付近にいる事前に登録されたボラ

ンティアのアプリへ心停止の発生情報と周辺の

公共 AED の情報を伝達することで、速やかに

AED を現場に届ける心停止発生通知システムの
実証実験を行い、AED の使用促進に繋げるため
の課題について検討した。AED 運搬システム参
加する際の短時間 CPR講習会の内容は実技を習
得するのに十分ではあったが、ボランティアとし

て参加する際や、参加した後に救命行動を起こす

際に心理的障壁が存在することが示唆された。心

理的障壁を払拭する取り組みが、ボランティアの

人数増加かつ積極的に活動できるボランティア

の増加に繋がり、AED の活用促進に寄与する可
能性がある。 

 

F．研究発表 

特になし	

 

G．知的財産権の出願・登録状況 

特になし	
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表 1 ボランティア講習会の時間割 

 
 

表 2 受講者の背景 
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表 3 ボランティア講習会に関するアンケート結果 

 
表 4 実技試験結果 
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表 5 研究③で用いた Web アンケートの質問項目と回答選択肢 

 
 
 
 

表 6 回答者の職業 
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表 7 通知を受けた際の行動・心理に関する回答 

 
 
 

表 8 行動を起こそうと考えた理由 

 
 
 

表 9 行動を起こすことをためらった理由 

 
 
 

表 10 通知を受けた際の行動・心理に関する回答（背景別） 
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表 11 行動を起こそうと考えた理由（背景別） 

 
 
 

表 12 行動を起こすことをためらった理由（背景別） 
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平成 29-31（令和 1）年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

『市民によるＡＥＤのさらなる使用促進とＡＥＤ関連情報の取扱いについての研究』 

分担研究報告書 

 

AEDの内部記録情報を含めた市民による AED使用事例の 
事後検証体制構築に関する検討（平成 29年度報告） 

 

研究分担者	 横田	 裕行	 日本医科大学大学院医学研究科外科系救急医学分野	 主任教授 

	 	 	 	 	 	 森村	 尚登	 東京大学大学院医学系研究科救急医学	 教授 

	 	 	 	 	 	 田邉	 晴山	 救急救命東京研修所	 教授 

	 	 	 	 	 	 玉城	 	 聡	 帝京短期大学専攻科臨床工学専攻	 助教 

研究協力者	 三木	 隆弘	 日本大学病院臨床工学室 

 

研究要旨 

（目的）平成 16 年、厚生労働省から通知が発出され、非医療従事者による自動体外式除細
動器（以後、「AED」とする）の使用が事実上認可された。その際、厚生労働省は、非医療
従事者がAEDを使用した場合の効果について、「救急搬送に関わる事後検証の仕組みの中で、
的確に把握し、検証に努めるもの」として検証の実施を求めた。これを受けて、総務省消防

庁も、非医療従事者が AED を使用した場合の効果について、メディカルコントロール（以
後、「ＭＣ」とする）協議会での検証の実施を求めた。それから 10年余りが経過したが、現
在においてもなお、各都道府県、地域ＭＣ協議会において、非医療従事者が AED を使用し
た場合の検証が十分に行われている状況ではない。本研究は、非医療従事者が AED を使用
した場合の効果の検証の現状を明らかにするものである。 
（方法）資料の調査、ヒアリング、会議形式の議論等をもとに検討した。 
（結果）消防庁によるアンケート調査（平成 26 年度）では、全国の消防本部のうち 38.9％
（292 本部）で、非医療従事者が AED を使用した場合の効果の検証は行われていない。非
医療従事者が AEDを使用した場合の効果の検証には、①AEDによる傷病者への救命効果は
どうであったかという検証と、②AED が非医療従事者によって適正に使用されたかという
AEDの適正使用の検証の２つがあるが、どの検証が、どの程度実施されているかについては
明らかになっていない。検証の実施には多くの情報が必要となるが、特に、医療機関での診

療に関する情報と、AEDの内部に残された情報についてはその入手に大きな障壁がある。 
（考察・まとめ）非医療従事者が AEDを使用した場合の効果の検証の現状を明らかにした。
今後、検証の標準化、検証に必要な情報の収集の円滑化を通じた検証体制の整備が必要であ

る。 

 

A．研究目的 

平成 16年 7月 1日、厚生労働省から通知が発
出され、非医療従事者による自動体外式除細動器

（以後、「AED」とする）の使用が事実上認可さ
れた。その際、厚生労働省は、非医療従事者が

AEDを使用した場合の効果について、「救急搬送
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に関わる事後検証の仕組みの中で、的確に把握し、

検証に努めるもの」として検証の実施を求めた

1)。これを受けて、総務省消防庁も、非医療従事

者が AEDを使用した場合の効果について、メデ
ィカルコントロール（以後、「MC」とする）協
議会での検証の実施を求めた 2)。 
それから 10年余りが経過したが、現在におい

てもなお、各都道府県、地域 MC 協議会におい
て、非医療従事者が AEDを使用した場合の検証
が十分に行われている状況ではない。 
本研究は、非医療従事者が AEDを使用した場

合の効果の検証の現状を明らかにするものであ

る。 
 

B．研究方法 

資料調査、ヒアリング、会議形式の議論等をも

とに検討した。 
 

C．研究結果 

1．非医療従事者による AED使用の現状 

ア）AEDにより電気ショックまで行った事例 

非医療従事者がAEDを使用して電気ショック
まで実施した件数については、消防庁より経年的

に全国の状況が報告されている。平成 28年中で
は AEDによる電気ショックが全国で 1,968件行
われており、その件数は、年々、増加している

3)。 
イ）電気ショックまでは至らなかった事例 

AED を使用するも電気ショックまでは至らな
かった事例がどの程度あるかについての全国的

な統計はない。東京消防庁の調査 4)	では、AED
を装着した事例の 884例のうち 271例（32.1%）
が電気ショックまで至っている。このデータから

すれば、電気ショックに至った例の３倍に AED
が使われようとしたことになる。 
現在、消防庁において、一般市民が AEDを使

用しようとした（電気パッドを貼付した）事例の

全数を把握する体制整備が進められている。平成

34年から結果が公表される見込みである 5)。 
 

2．効果の検証の実施状況 

消防庁によるアンケート調査（平成 26 年度）
6) では、全国の消防本部のうち 60.9%（457本部）
で効果の検証が実施されているものの、38.9％
（292本部）では行われていない。 
検証が行われていない背景には、その地域にお

いてAEDの使用事例がなかったことも要因とな
るが、同アンケート調査では、事後検証の実施を

妨げる要因として、「除細動を行った住民（非医

療従事者）本人との接触が難しい」、「AED のリ
ース会社にデータの提供を求めたところ、個人情

報に係るとの理由で断られた」、「検証に係る負担

金、医師の調整がなされていない」、「民間保有の

AED については、データ抽出に費用負担が発生
する」をあげている。 

 

3．効果の検証の内容 

非医療従事者がAEDを使用した場合の効果の
検証には、（ア）AEDによる傷病者への救命効果
はどうであったかという検証と、（イ）AEDが非
医療従事者によって適正に使用されたかという

AED の適正使用の検証の２つがある。都道府

県・地域 MC 協議会において、どの検証が、ど
の程度実施されているかについては明らかにな

っていない。 
 
ア）AEDによる傷病者への救命効果の検証 

AED による救命効果の検証は、救命率や社会
復帰率等について、救急蘇生統計（「ウツタイン

様式」に基づいて消防機関によって記録される統

計データ）などを活用して行われる。 
傷病者の転帰についての情報が不可欠であり、

医療機関からの情報提供が、必須となる。医療機

関からの情報提供は、個人情報保護との関係で整

理が必要となる（→後述の「医療機関での診療に
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関する情報」の頁を参照）。 
救命効果の科学的な分析には、統計学に基づく

解析が不可欠であり、統計知識や統計ソフトが必

要となる。これも検証を行う上での一つの障壁と

なる。 
 
イ）AEDの適正使用に関する検証 

AED には、その使用の段階ごとに、適正な使
用に至らないいくつかの要因がある（図 1）。こ
れらの要因は、救助者、機器、傷病者、環境のい

ずれかに帰属する。 
①救助者に帰属する要因 
・AEDの必要性に気が付かなかった 
・パッドを貼付しなかった	 等 

②機器に帰属する要因（AED の管理者の要因
も含む） 
・バッテリーが切れていた 
・機器が故障していた	 等 

③傷病者に帰属する要因 
・胸毛が多くパッドを適正に貼付できなかっ

た	 等 
④環境要因に帰属する要因 
・AEDが近くに設置されていなかった 
・鍵がかかり持ち出せなかった	 等 

 

4．検証に必要な情報の入手 

前述の「効果の検証の内容」に記載した「AED
による傷病者への救命効果の検証」と「AED の
適正使用に関する検証」の実施には多くの情報が

必要となる。 
具体的には、傷病者に関する情報、救助者に関

する情報、救急隊の活動に関する情報、搬送され

た医療機関での傷病者に関する情報、AED の内
部に残された情報、環境に関する情報である。 
いずれの情報の入手にも、ある程度の時間、手

間、費用を要することは避けられないが、特に、

（ア）医療機関での診療に関する情報、（イ）AED
の内部に残された情報についてはその入手に大

きな障壁がある。 
 
ア）医療機関での診療に関する情報 

①情報の内容 
医療機関に搬送された傷病者の転帰、例えば一

か月生存の有無、神経学的転帰などが重要な情報

となる。診療情報であり、医療機関が保持するた

め、医療機関から消防機関への情報提供が必要と

なる。 
②情報入手の障壁 
組織間の情報の移動を伴うため問題となるの

が、個人情報保護法制との関係である。 
これまで、医療機関から消防機関へ提供される

傷病者に関する情報の取り扱いについては、「医

療機関に搬送した傷病者に関する情報について」

（平成 17年 3月 31日付消防救 第 95号通知）
と「救急・救助統計のオンライン化について」（平

成 18年 3月 13日付消防救第 38号通知）によっ
て、一応の整理が示されてきた 7)	。AEDの効果
に関する検証を行う上でも同様の取り扱いが可

能であろうが、定かでではない。この整理が情報

の入手の障壁を軽減する。 
 
イ）AEDの内部に残された情報 

①情報の内容 
AED の内部には、非使用時の定期的な自己機

器チェックのログが記録されているだけでなく、

AED 使用時の状況も記録されている。電源投入
からの機器の作動状況や、傷病者の心電図情報な

どが時間の経過とともに記録しているのである。 
これらの情報は、傷病者の医療機関での診療に

活用されるだけでなく、AED の適正使用に関す
る検証において有用な情報となる 8)。具体的には、

AED のバッテリー切れ、故障などが検証可能と
なる。これらの問題は、これまでも多数報告 9)、

報道 10)11) されており、医療機器の自主回収の対

象ともなっている現状 12)13)	がある中、重要な情

報となる。また、救助者が AEDを適切に使用で
きたかなどの検証も可能である。公衆衛生上も重
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要なデータ 14)といえる。 
②情報入手の障壁 
AED内部情報の入手には、多数の障壁がある。

小菅らは、使用された AEDの回収、データの抽
出、AEDの返却それぞれに課題があると報告 15)

している。 
また近年、AED の内部情報の収集についての

環境の変化があった。これまで AEDの製造販売
会社は、機器内に記録されたデータの収集や提供

について、消防機関や医療機関から求められた場

合は、無償で対応していた。しかし、平成 25年
12 月に、電子情報技術産業協会（JEITA）が通
達 16) を出し、医療機関や消防機関などへの AED
のデータ提供については、医療機器の選択や購入

を「誘引する手段としての便益労務」に該当する

とした医療機器業公正取引協議会の見解を伝え

た。これによって、MC協議会の事後検証のため
のデータ提供についても、業者側から報酬の支払

いを求められる状況が生じた 17)。 
MC協議会へのデータ提供は「便益供与」に該

当するとは考えにくいものの、実態として AED
の製造販売会社は有償での対応を求めており、検

証への大きな障壁となっている。	

 

D．考察 

（検証の実施状況と標準化） 
非医療従事者がAEDを使用した場合の効果の

検証については、およそ６割の消防本部において、

MC協議会のもと実施されている。しかし、効果
の検証が、どのような検証内容で、どの程度実施

されているかは明らかでない。これは、検証が求

められていながら、その検証内容までは整理され

ていかったことが背景の一つである。 
今後は、どのような内容で誰が、どのように検

証を実施するかなどの基準があるとよいだろう。

つまり、AED の効果の検証の標準化である。標
準化によってAEDの効果の検証が進むと考える。 

 

（情報入手のための障壁の軽減） 
検証の際にはその材料となる情報が必要なる

が、その情報の収集は必ずしも円滑には進まない。 
一つは個人情報保護への配慮である。個人情報

保護法制の変更など、情報を取り巻く環境の変化

に適切に対応するのは必ずしも容易ではない。

AED の検証のための情報収集についても今後、
個人情報についての整理が必要である。 

AED の内部データの検証も容易ではない。円
滑な収集のためには、AED 製造販売業者の協力
が欠かせない。前述のとおり、AED の不具合や
故障が現実に起きている状況では、本来、AED
の製造販売会社が積極的に情報収集し、第三者に

検証を求めてもよい状況であるといえる。このよ

うな中で、内部データの有償化は、むしろ検証体

制の後退といえる。内部データが個人情報にも配

慮されつつ、検証に円滑に活用される体制が必要

である。 
 

E．結論 

非医療従事者がAEDを使用した場合の効果の
検証の現状を明らかにした。今後、検証の標準化、

検証に必要な情報の収集の円滑化を通じた検証

体制の整備が必要である。	

 

F．研究発表 

特になし 
 

G．知的財産権の出願・登録状況 

特になし 
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平成 29-31（令和 1）年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

『市民によるＡＥＤのさらなる使用促進とＡＥＤ関連情報の取扱いについての研究』 

分担研究報告書 

 

AEDの内部記録情報を含めた市民による AED使用事例の 
事後検証体制構築に関する検討（平成 30年度報告） 

 

研究分担者	 森村	 尚登	 東京大学大学院医学系研究科救急医学	 教授 

	 	 	 	 	 	 玉城	 	 聡	 帝京短期大学専攻科臨床工学専攻	 助教 

研究協力者	 問田	 千晶	 東京大学医学部附属病院災害医療マネジメント部	 講師 

	 	 	 	 	 	 平山	 一郎	 東京大学大学院医学系研究科救急科学分野	 大学院生 

	 	 	 	 	 	 三木	 隆弘	 日本大学病院臨床工学室	 技術長補佐 

	 	 	 	 	 	 山本	 	 幸	 東京大学大学院医学系研究科救急科学分野	 大学院生 

 

研究要旨 

【研究目的】本研究の目的は、市民による AED 使用の事後検証体制構築向けて解決すべ
き課題を明らかにすることと、地域全体の検証項目として市民の自律的な実施の割合に着目

し、その現況と年次推移について明らかにすることである。【研究方法】1) AEDの内部記録
の分析・検証体制の調査：全国 298の都道府県・地域MC協議会に調査票をメールで配布し
回収した。調査項目は、一般市民が使用した AED の波形の分析に基づく検証の有無、非実
施の場合の理由とした。2) 市民による自律的な AEDの実施状況についての基礎的調査：消
防データを用いて、市民が「自律的に」実施した可能性が高い場所（A群）、施設等の職員が
「他律的に」実施した可能性が高い場所（B群）ならびにそれらが混在している場所（C群）
ごとのバイスタンダーCPRおよび AEDの実施率および年次推移を調査した。【結果】1) 調
査票の回答率は 73.8％（220/298）で、事後検証の実施ありが 54協議会（25%）であった。
最多検証項目は AED 波形解析（63%）であった。事後検証未実施団体における未実施の理
由として「要項や体制がない」、「MC 協議会で取り扱う案件ではない」、「波形解析の要望が
ない」、「データ抽出方法が不明」、「手間がかかる」等の回答が得られた。2) 東京消防庁救急
搬送データに基づき、2013-2017年の 5年間の東京都内発生の院外心停止のうち、救急隊目
撃例を除く 58,528例を対象とした。全例中 32.4%にバイスタンダーCPRが実施され、AED
装着の割合は 7.4%であった。目撃のある症例中の AED装着の割合は、目撃のない症例中の
割合に比べて有意に高かった（12.0% vs 4.5%, p<0.0001）。デルファイ法に準じて「一般道
路」のみが A群に分類され、B群には主に医療機関や学校関連施設が分類された。A群では
目撃者の割合が最も多く（58.9％）、バイスタンダーCPRの割合はB群と比較して低く（31.4% 
vs 68.1%, p<0.0001）、AED装着と目撃ある症例中の AED装着の割合も B群に比して低か
った（12.2% vs 26.8%, 16.8% vs 28.4%, ともに p<0.0001）。B、C群において AED装着の
実施は経年的に増加傾向をみたが、A 群では有意な変化がなく、病院前自己心拍再開と一か
月後生存の割合はいずれの群も変化を認めなかった。【結語】事後検証体制構築のためには、

関連組織による会議体の設置の下、推奨検証項目の設定、データ集積や解析方法と業務フロ
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ーの検討が必要である。心停止の発生場所から推測された市民による AED の自律的な使用
の割合は未だ低いことが示され、今後はこの割合を地域全体の事後検証のための指標のひと

つとして注視していく必要があると考えられた。 

 

A．研究目的 

昨年度の本研究の分担研究「AED の内部記録
情報を含めた市民によるAED使用事例の事後検
証体制構築に関する検討」の報告書において、全

国の 38.9％の消防本部が非医療従事者の AED 
使用事例の効果の検証をしていないというアン

ケート結果が報告された。また検証を実施してい

ると回答した本部においてもその具体的な内容

については判然としていない。同報告書において、

AED の使用の段階ごとに、円滑、適正な使用に
至らないいくつかの要因（図 1）を挙げているが、
これらはそのまま検証項目でもある。このうちの

多くは AED機器の内部データ（波形、音声）か
ら得られるものである。そこで、医療機関、消防

機関、AED 製造および販売業者等が協力して分
析を行うことが可能な体制の構築に向けた、解決

すべき課題を明らかにすることを本分担研究の

目的とした。また、一般に「善きサマリア人（び

と）」と比喩される「市民による業務としてでは

ない自律的な
．．．．

実施」の現況と推移の把握は対象地

域全体の検証項目として極めて重要と考えられ

るが、今まで十分に検討されてこなかった。そこ

で本研究では併せて、市民の自律的な実施の現況

と年次推移について明らかにすることを目的と

した。 
 

B．研究方法 

1. AEDの内部記録の分析・検証体制の調査 

全国 298 の都道府県・地域 MC 協議会に調査
票をメールで配布し回収した。調査項目は、一般

市民が使用したAEDの波形の分析に基づく検証
の有無、非実施の場合の実施を妨げている理由と

した。 

2. 市民による自律的な AED の実施状況につ

いての基礎的調査 

東京消防庁に依頼し、2014年から 2017年の 5
年間の全院外心停止症例データの中から、以下の

項目について収集し解析を実施した。収集項目は、

傷病者の年齢、性別、発生場所業態、心停止目撃

の有無、目撃者（市民・救急隊員）、バイスタン

ダーCPRの有無、バイスタンダーによる AED装
着の有無、バイスタンダーによる除細動実施の有

無、救急隊による除細動実施の有無、救急隊によ

る初期心電図波形、収容前自己心拍再開の有無、

1ヶ月生存の有無とした。 
次に、市民によるバイスタンダーCPR および

AED の実施のうち、市民が「自律的に」実施し
た可能性が高い場所と、施設等の職員が「他律的

に」実施した可能性が高い場所について、デルフ

ァイ法を用いて区分し、場所ごとの実施率および

年次推移を調査した。 
 

C．研究結果 

1. AEDの内部記録の分析・検証体制の調査 

調査票の回答率は 73.8％（220/298）であった。
波形の分析に基づく
．．．．．．．．．

事後検証の実施率について

は、実施ありが 54 協議会（25%）、実施なしが
166協議会（75%）であった。最も多い検証項目
は、実施団体の 63%が選択していた AED波形解
析であった。また検証項目の組み合わせとしては

AED 波形、時間経過、ショック回数、音声デー
タが最も多く、実施団体の約 3割が選択していた
（表１）。その他、「プロトコル上は『可能であれ

ば心電図・除細動データを入手』と定め、入手方

法は各消防本部に委ねている」、「消防署でデータ
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抽出が可能な機種のみ解析している」等の回答が

あった。 
事後検証未実施団体における未実施の理由と

して、「要項や体制がない」、「MC 協議会で取り
扱う案件ではない」、「波形解析の要望がない」、

「データ抽出方法が不明」、「手間がかかる」、「検

証の有用性がわからない」といった回答が得られ

た（表 1）。 
 

2. 市民による自律的な AED の実施状況につ

いての基礎的調査 

東京消防庁救急搬送データに基づき、

2013-2017 年の 5 年間に東京都内発生の院外心
停止は 62,851例であった。このうち救急隊の心
停止目撃例を除く 58,528例を対象とした。全例
中 32.4%にバイスタンダーCPR が実施されてお
り、AED装着の割合は 7.4%であった。また双方
が実施されていた割合は 7.1%であった。目撃は
全体の 40.2%であり、目撃のある中でのバイスタ
ンダーCPR の実施率は目撃のない中での割合に
比べて有意に高かった（ 41.8% vs 26.1%, 
p<0.0001）。また目撃のある症例中の AED 装着
の割合は、目撃のない症例中の割合に比べて有意

に高かった（12.0% vs 4.5%, p<0.0001）。また目
撃のある症例中のバイスタンダーCPR と AED
装着の双方を実施している割合は、目撃のない症

例中の割合に比べて有意に高かった（11.4% vs 
4.3%, p<0.0001）（図 3、表 3）。 
次に、デルファイ法に準じて、「発生場所（消

防により分類されている 74 区分）」を予想され
るバイスタンダーの属性を基に A、B、Cの 3群
に分類した。A 群は「『自律的に』蘇生を実施し
た市民がバイスタンダーであった可能性が高い

場所」とし、B 群は「『他律的に』蘇生を実施し
た職員等がバイスタンダーであった可能性が高

い場所」、C 群は「双方が混在している可能性が
高い場所」と定義した。A群に分類された場所は、
一般道路のみであった。B 群には主に医療機関、

学校関連施設等が分類された（表 2）。 
3群において、バイスタンダーCPR実施、AED

装着の実施について比較した（図 4、表 3、図 5-a
～5-d）。A 群では目撃者の割合が最も多く

（58.9％）、他方バイスタンダーCPRの割合は B
群と比較して低く（31.4% vs 68.1%, p<0.0001）、
加えて目撃ある症例中のバイスタンダーCPR の
実 施 割 合 も 低 か っ た （ 39.4% vs 73.8%, 
p<0.0001）（図 5-a）。AED 装着の割合ならびに
目撃ある症例中のAED装着の割合もB群に比し
て各々低かった（12.2% vs 26.8%, p<0.0001, 
16.8% vs 28.4%, p<0.0001）（図 5-b）。同様に、
双方実施している割合と目撃ある症例中に実施

している割合も B 群に比して各々低かった

（11.6% vs 25.7%, p<0.0001, 16.0% vs 27.7%, 
p<0.0001））（図 5-c）。 

A 群においては目撃ありの症例中のバイスタ
ンダーCPRの実施や AED装着、および双方の実
施の割合は、目撃なしの症例中の割合に比べてす

べて有意に高かったが、B群においては目撃なし
の症例中の実施割合は目撃ありの場合よりも低

値ではあったものの、大きな差異を認めなかった。

（図 5-a, b, c）。 
病院前自己心拍再開と 1 か月後生存の割合は

A群が他の 2群と比して有意に高かった（18.8% 
vs 13.0% vs 10.6%, p<0.0001、11.1% vs 5.8% vs 
4.8%, p<0.0001）（図 5-d）。 
各群のバイスタンダーCPR、AED装着の割合

の年次推移を示す（図 6、図 7）。B 群と C 群に
おける AED装着の実施の割合は、目撃の有無を
問わず統計学的に有意な増加傾向をみた（B群：
目撃あり/なし：p=0.0002 / p<0.0001、C群：目
撃あり/なし：p<0.0001 / p=0.0347）。他方、A群
では目撃あり場合には増加傾向をみるものの、目

撃なしも含めて統計学的に有意な経時的な変化

を認めなかった（目撃あり /なし：p=0.12 / 
p=0.92）（図 6）。また病院前自己心拍再開と一か
月後生存の割合はいずれの群においても統計学

的に有意な経時的な変化を認めなかった（図 7）。	
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D．考察 

1. AEDの内部記録の分析・検証体制の調査 

内部データの解析に基づいた MC 協議会の枠
組みでの取り組みは回答施設の 25%と非常に少
ない現況が示された。実施普及に向けた解決の糸

口は、未実施理由にある。予想された費用面の理

由も一定数あったが、そもそも記録を集めていな

い点が最大の未実施理由であり、回答した MC
協議会の 4割近くを占めた。直接的な理由はおそ
らく「要項や体制がない」ということであり、そ

の背景には、「事後検証対象外」と「波形解析の

要望がない」という実施者側の作為的あるいは不

作為的な姿勢が関連している可能性がある。また

「検証の有用性がわからない」という回答は、内

部データから得られる情報を検討しそれに基づ

く検証項目候補について MC 協議会で検討した
結果の選択か、内部データから得られる情報の活

かし方をそもそも十分に調査検討していないの

か、のいずれかに関連していると考えられる。後

者であるならば、昨年度の分担研究報告書で示し

た要因（図 1）をそのまま標準的な推奨検証項目
として広く提示していく方略が有用と考える。他

方、「データ抽出方法が不明」や「手間がかかる」

といった点については、事後検証の必要性を医療

機関、消防機関、AED 製造および販売業者等で
十分に共有するための会議体の設置を図り、その

場で具体的な方法や業務フローを検討していく

ことによって解決していくと考える。 
 

2. 市民による自律的な AED の実施状況につ

いての基礎的調査 

救急隊以外による目撃のある症例いわゆる「突

然倒れた」傷病者全体に対する市民のバイスタン

ダーCPRの実施は約 4割、AED装着の実施は約
1割と低率であった。その中で A群すなわち『自
律的に』蘇生を実施した市民がバイスタンダーと

なる可能性が高い場所」では他の場所よりも目撃

症例が高率であるにもかかわらず、バイスタンダ

ーCPR や AED 装着の実施割合は他の場所より
も低い。年次推移をみても、B 群や C 群すなわ
ち他律的な実施が多いと考えられる場所におけ

る AED 装着の割合が増加傾向にある一方で、A
群では変化をみていない。A群における病院前自
己心拍再開例や一か月生存例の割合が他群に比

して有意に高いことを鑑みても、今後のさらなる

バイスタンダーCPR の実施と AED の使用の普
及は継続的な大きな課題といえる。 
本研究限界の一つとして、発生場所類型の決定

プロセスが挙げられる。今回はデルファイ法に準

じたが、今後はさらなる有識者集団の構成によっ

て決定していく必要がある。また A 群において
蘇生の実施頻度が全般に低かったことの要因の

ひとつとして、外傷による心停止が「一般道路」

の中に多く含まれている可能性が考えられる。今

後は心停止原因を含めた検討が必要である。 
 

E．結論 

事後検証体制の構築にあたっては、医療機関、

消防機関、AED 製造および販売業者等で十分に
共有するための会議体の設置を図り、標準的な推

奨検証項目を設定し、データ集積や解析の具体的

な方法や業務フローを検討していく必要がある。

また、心停止の発生場所から推測された市民によ

るAEDの自律的な使用の割合は未だ低いことが
示され、今後はこの割合を地域全体の事後検証の

ための指標のひとつとして注視していく必要が

あると考えられた。	

 

F．研究発表 

特になし 
 

G．知的財産権の出願・登録状況 

特になし 
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図1 AED使用の段階ごとの円滑・適正な使用に至らない要因（平成29年度分担報告書より抜粋） 
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図2 調査票質問項目一覧 

 
 
 

表1 事後検証実施団体の検証項目・未実施理由の内訳と割合 
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図3 院外心停止全例の解析フロー図 
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表2 バイスタンダーの属性に基づく発生場所の類型 
A群：『自律的に』蘇生を実施した市民がバイスタンダーとなる可能性が高い場所 

一般道路 

B群：『他律的に』蘇生を実施した職員等がバイスタンダーとなる可能性が高い場所 

病院、クリニック、助産院、託児所、児童施設、学校、その他児童学校、グループホーム、特別老人ホー

ム、老人施設、養護学校、警察署、自衛隊、風俗営業店、エステ・マッサージ 

C群：A・B群のいずれかに分類しにくい場所 

競馬場、野球場、公園・ピクニック、その他公園、遊園地、動物園、駐車場、住宅、ホテル、会社・オフ

ィス、工場、その他仕事場、その他販売施設、一般飲食店、一般販売店、コンビニ、ショッピングモール、

デパート、市場、その他娯楽施設、パチンコ、カラオケボックス、ゲームセンター、その他健康美容、健

康ランド・銭湯、サウナ・銭湯、理容店美容院、専門学校、塾、その他芸術文化施設、美術館、カルチャ

ーセンター、図書館、映画館、ライブハウス、その他運動施設、スポーツジム、ゴルフ場、プール、その

他宗教、結婚式場、寺・神社、その他行政機関、議事堂、市区役所、線路、駅、空港、港、高速道路、東

京湾環状道路、農地、山林、河川・水路、海、建築・工場現場、その他 

 

 

図4 一般道路（A群）で発生した院外心停止例の解析フロー図 
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表3 予想されるバイスタンダー属性ごとのバイスタンダーCPR実施・AED装着・実施・転帰・予後の割合 
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図5-a 予想されるバイスタンダー属性ごとの目撃の割合とバイスタンダーCPR実施の割合(%) 

 
図5-b 予想されるバイスタンダー属性ごとのAED装着の割合(%) 
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図5-c 予想されるバイスタンダー属性ごとのバイスタンダーCPR実施とAED使用の割合(%) 

 
図5-d 予想されるバイスタンダー属性ごとのAED作動の割合と転帰・予後(%) 
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図6 予想されるバイスタンダー属性ごとのバイスタンダーCPR実施・AED装着の割合の年次推移(%) 
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図7 予想されるバイスタンダー属性ごとの転帰・予後の割合の年次推移(%) 
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平成 29-31（令和 1）年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

『市民によるＡＥＤのさらなる使用促進とＡＥＤ関連情報の取扱いについての研究』 

分担研究報告書 

 

市民による AED使用事例の事後検証体制構築に関する検討（平成 31（令和 1）年度報告） 

 

研究分担者	 森村	 尚登	 東京大学大学院医学系研究科救急科学	 教授 

	 	 	 	 	 	 玉城	 	 聡	 帝京短期大学専攻科臨床工学専攻	 講師 

研究協力者	 平山	 一郎	 東京大学大学院医学系研究科救急科学分野	 大学院生 

	 	 	 	 	 	 問田	 千晶	 東京大学医学部附属病院災害医療マネジメント部	 講師 

	 	 	 	 	 	 山本	 	 幸	 東京大学大学院医学系研究科救急科学分野	 大学院生 

 

研究要旨 

【研究目的】本研究の目的は、地域全体の検証項目として市民の自律的な実施の割合に着目

し、その現況と年次推移について明らかにすることである。【研究方法】市民による自律的な

AED の実施状況についての基礎的調査として、消防データ（2013-2017 年の 5 年間の東京
消防庁救急搬送データ）を用いて検討した。11人のエキスパートが、院外心停止の『場所』
を、市民が「自律的に」実施した可能性が高い場所（A群）、施設等の職員が「他律的に」実
施した可能性が高い場所（B群）ならびにそれらが混在している場所（C群）の 3群に分類
した。次にデルファイ法に準じて、11 人が選択した各「場所」の群類型のうち 72%以上で
あった類型をその「場所」が属する「群」とした。この作業を計 2回行った。次に群ごとの
バイスタンダーCPRおよび AEDの実施率を比較するとともに、それらの年次推移を調査し
た。【結果】東京都内発生の院外心停止のうち、救急隊目撃例を除外し、また昨年度の検討に

基づき外傷例ならびに「住宅」での発生例を除く 11,207 例を対象とした。全例中 60.6%に
バイスタンダーCPR が実施され、AED 装着の割合は 25.9%であった。デルファイ法を用い
て発生場所（住宅を除く 73区分）を分類「一般道路」ほか 13か所が A群に分類され、B群
には医療機関や学校関連施設ほか 13 か所が分類された。C 群は駅、テーマパークなど 4 か
所であった。A群は B群と比較して目撃者の割合が高く（62.9％ vs 47.2％, p<0.0001）、一
方でバイスタンダーCPRの割合は低く（38.6% vs 68.3%, p<0.0001）、AED装着と目撃ある
症例中の AED装着の割合も B群に比して低かった（15.1% vs 26.8%, 19.3% vs 28.6%, とも
に p<0.0001）。B 群において AED 装着の実施は経年的に有意に増加傾向をみたが

（p<0.0001）、A群も増加傾向をみたが統計学的有意差は認めなかった（p=0.06）。病院前自
己心拍再開と一か月後生存の割合は、A 群では B 群に比して有意に高かった（22.4% vs 
10.6%, 13.2% vs 4.6%, ともに p<0.0001）。【結語】心停止の発生場所から推測された市民に
よる AED の自律的な使用の割合は 2 割以下と未だ低いことが示され、今後はこの割合を地
域全体の事後検証のための指標のひとつとして注視していく必要があると考えられた。 
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A．研究目的 

「善きサマリア人（びと）」と比喩される「市

民による業務としてではない自律的な
．．．．

実施」の現

況と推移の把握は対象地域全体の検証項目とし

て極めて重要と考えられるが、今まで十分に検討

されてこなかった。そこで本研究では併せて、市

民の自律的な実施の現況と年次推移について明

らかにすることを目的とした。 
 

B．研究方法 

東京消防庁に依頼し、2013年から 2017年の 5
年間の全院外心停止症例データの中から、以下の

項目について収集し解析を実施した。収集項目は、

傷病者の年齢、性別、発生場所業態、心停止目撃

の有無、目撃者（市民・救急隊員）、イスタンダ

ーCPRの有無、バイスタンダーによる AED装着
の有無、バイスタンダーによる除細動実施の有無、

救急隊による除細動実施の有無、救急隊による初

期心電図波形、収容前自己心拍再開の有無、1ヶ
月生存の有無とした。 
次に、市民によるバイスタンダーCPR および

AED の実施のうち、市民が「自律的に」実施し
た可能性が高い場所と、施設等の職員が「他律的

に」実施した可能性が高い場所について、11 人
のエキスパートが、院外心停止の『場所』を、市

民が「自律的に」実施した可能性が高い場所（A
群）、施設等の職員が「他律的に」実施した可能

性が高い場所（B群）ならびにそれらが混在して
いる場所（C群）の 3群に分類した。次にデルフ
ァイ法に準じて、11 人が選択した各「場所」の
群類型のうち 72%以上であった類型をその「場
所」が属する「群」とした。この作業を計 2回行
った。次に群ごとのバイスタンダーCPR および
AED の実施率を比較するとともに、それらの年
次推移を調査した。 

 

C．研究結果 

東京消防庁救急搬送データに基づき、

2013-2017 年の 5 年間に東京都内発生の院外心
停止は 62,851例であった。このうち救急隊の心
停止目撃例を除外し、また昨年度の検討に基づき

外傷例ならびに「住宅」での発生例を除く 11,207
例を対象とした。東京都内発生の院外心停止のう

ち、救急隊目撃例を除外し、また昨年度の検討に

基づき外傷例ならびに「住宅」での発生例を除く

11,207 例を対象とした。全例中 60.6%にバイス
タンダーCPR が実施され、AED 装着の割合は
25.9%であった。デルファイ法を用いて発生場所
（住宅を除く 73区分）を分類「一般道路」ほか
13か所が A群に分類され、B群には医療機関や
学校関連施設ほか 13か所が分類された。C群は
駅、テーマパークなど 4か所であった（表 1）。A
群は B群と比較して目撃者の割合が高く（62.9％ 
vs 47.2％, p<0.0001）、一方でバイスタンダー
CPRの割合は低く（38.6% vs 68.3%, p<0.0001）、
AED 装着と目撃ある症例中の AED 装着の割合
も B 群に比して低かった（15.1% vs 26.8%, 
19.3% vs 28.6%, ともに p<0.0001）。B群におい
てAED装着の実施は経年的に有意に増加傾向を
みたが（p<0.0001）、A群も増加傾向をみたが統
計学的有意差は認めなかった（p=0.06）。病院前
自己心拍再開と一か月後生存の割合は、A群では
B群に比して有意に高かった（22.4% vs 10.6%, 
13.2% vs 4.6%, ともに p<0.0001）（表 2、図 1
～6）。	

 

D．考察 

救急隊以外による目撃のある症例いわゆる「突

然倒れた」傷病者全体に対する「住宅」以外の場

所における市民のバイスタンダーCPR の実施は
約 6割、AED装着の実施は 2割弱と低率であっ
た。その中で A 群すなわち『自律的に』蘇生を
実施した市民がバイスタンダーとなる可能性が

高い場所」では他の場所よりも目撃症例が高率で
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あるにもかかわらず、バイスタンダーCPR や
AED 装着の実施割合は他の場所よりも低い。年
次推移をみても、B群すなわち他律的な実施が多
いと考えられる場所におけるAED装着の割合が
増加傾向にある一方で、A群では増加傾向になる
ものの統計学的に有意な変化をみていない。A群
における病院前自己心拍再開例や一か月生存例

の割合が他群に比して有意に高いことに鑑みて

も、今後のさらなるバイスタンダーCPR の実施
とAEDの使用の普及は継続的な大きな課題とい
える。 
本研究限界の一つとして、発生場所類型の決定

プロセスが挙げられる。今回は昨年度同様デルフ

ァイ法に準じたが、今後はさらなる有識者集団の

構成によって決定していく必要がある。	

 

E．結論 

心停止の発生場所から推測された市民による

AED の自律的な使用の割合は未だ低いことが示
され、今後はこの割合を地域全体の事後検証のた

めの指標のひとつとして注視していく必要があ

ると考えられた。	

 

F．研究発表 

1) 院外心停止に対する一般市民による自律的な
心肺蘇生の検証．第 47 回日本救急医学会総
会・学術集会．2019年 10月．東京． 

 

G．知的財産権の出願・登録状況 

特になし 
 

106



表1  バイスタンダーの属性に基づく発生場所の類型 

A群：『自律的に』蘇生を実施した市民がバイスタンダーとなる可能性が高いと判定された場所 

公園・キャンプ場・ピクニックガーデン、高速道路、東京湾環状道路、駐車場・駐輪施設、その他公園・遊園地等、一般飲食

店、一般小売・販売店 

B群：『他律的に』蘇生を実施した職員等がバイスタンダーとなる可能性が高いと判定された場所 

診療所・クリニック・医院、助産所・鍼灸院・接骨院等、養護学校・身体障害児等施設、特別養護老人ホーム、病院、託児所・

幼稚園・保育園、自助施設・グループホーム等、自衛隊施設・駐屯地、老人施設（特養以外）、小・中・高等・大学等、その

他児童・学校施設、警察署・交番、児童施設・児童館 

C群：『自律的に』または『他律的に』蘇生を実施した者がある一定の割合で混在している可能性が高いため分類できないと

判定された場所 

動物園・自然園・植物園、駅、遊園地・テーマパーク等、空港  

未確定群：A・B・C群のいずれにも分類できなかった場所（デルファイ法によりどの場所も設定した割合の判定数が得られな

かった） 

建築・工場現場、会社・オフィス、コンビニエンスストア、ショッピングセンター・モール、デパート・スーパー・量販店、

カラオケボックス、理容店・美容院、その他芸術・文化施設、その他宗教施設等、寺・神社・教会、線路・軌道敷、港、エス

テティック・マッサージ店、野球場・運動場・体育館、その他販売・サービス業施設、市場・展示場・イベント会場、その他

娯楽・遊戯施設、パチンコ店・マージャン店、ゲームセンター・ボーリング場、その他健康・保養・美容施設、カルチャーセ

ンター・スクール、映画館・劇場、スタジオ・音楽堂・ライブハウス、ゴルフ場、結婚式場・斎場・墓地、その他行政機関の

施設、風俗営業店、工場・製造所・作業場、その他仕事場業態の場所、健康ランド・スーパー銭湯、サウナ・銭湯（単独施設）、

塾・予備校・進学教室、美術館・博物館・科学館、図書館・社会教育施設、議事堂・議員会館・大使館、市区役所（支所・出

張所含む）、競馬・競輪・競艇場、ホテル・旅館・簡易宿泊所、専修・専門学校、その他運動施設、プール（単独施設）、ス

ポーツクラブ・ジム 
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表2. 予想されるバイスタンダー属性ごとのバイスタンダーCPR実施・AED装着・実施・転帰・予後の割合 

（救急隊目撃症例、外傷症例、「住宅」での発生症例を除く） 

Ａ 市民が自律的に蘇生を実施 3193 2007 62.9 1232 38.6 919 45.8 313 26.4

B 職員が他律的に蘇生を実施 7352 3473 47.2 5019 68.3 2582 74.3 2437 62.8

P value <0.0001 <0.0001 <0.0001 <0.0001

C 自律的・他律的が混在 662 499 75.4 540 81.6 430 86.2 110 67.5

P value <0.0001 <0.0001 <0.0001 <0.0001

11207 5979 53.4 6791 60.6 3931 65.7 2860 54.7

バイスタンダーの属性
H25～H29
院外心停
止例

目撃あり
(n, 全例の中の%)

バイスタンダーCPRあり
(n, 全例の中の%)

計

目撃あり
かつ

バイスタンダーCPRあり
(n, 目撃あり中の%)

目撃なし
かつ

バイスタンダーCPRあり
(n, 目撃なし中の%)

目撃の有無別のバイスタンダーCPR実施数と割
合

群

 

Ａ 市民が自律的に蘇生を実施 388 19.3 94 7.9 461 14.4 371 18.5 90 7.6

B 職員が他律的に蘇生を実施 992 28.6 977 25.2 1894 25.8 968 27.9 926 23.9

P value <0.0001 <0.0001 <0.0001 <0.0001 <0.0001

C 自律的・他律的が混在 359 71.9 92 56.4 445 67.2 355 71.1 90 55.2

P value <0.0001 <0.0001 <0.0001 <0.0001 <0.0001

1739 29.1 1569 30.0 2800 25.0 1694 28.3 1106 21.2

群 バイスタンダーの属性

計

目撃あり
かつ

AED装着あり
(n, 目撃あり中の%)

目撃なし
かつ

AED装着あり
(n, 目撃なし中の%)

目撃あり
かつ

バイスタンダーCPRかつ
AED装着あり

(n, 目撃あり中の%)

目撃なし
かつ

バイスタンダーCPRかつ
AED装着あり

(n, 目撃なし中の%)

目撃の有無別のAED装着数と割合

バイスタンダーCPRあり
かつ

AED装着あり
(n, 全例の中の%)

目撃の有無別の
「バイスタンダーCPRかつAED装着」数と割合

 

Ａ 市民が自律的に蘇生を実施 249 7.8 716 22.4 423 13.2

B 職員が他律的に蘇生を実施 384 5.2 779 10.6 338 4.6

P value <0.0001 <0.0001 <0.0001

C 自律的・他律的が混在 295 44.6 331 50.0 253 38.2

P value <0.0001 <0.0001 <0.0001

928 8.3 1826 16.3 1014 9.0

群 バイスタンダーの属性

計

病院収容前
自己心拍再開

(n, %)

1ヶ月後生存
(n, %)

AED作動あり
(n, %)
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図1 予想されるバイスタンダー属性ごとの目撃の割合とバイスタンダーCPR実施の割合(%) 

 

 

図2 予想されるバイスタンダー属性ごとのAED装着の割合(%) 
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図3. 予想されるバイスタンダー属性ごとのバイスタンダーCPR実施とAED使用の割合(%) 

 

 

図4. 予想されるバイスタンダー属性ごとのAED作動の割合と転帰・予後(%) 
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図5. 予想されるバイスタンダー属性ごとのバイスタンダーCPR実施・AED装着の割合の年次推移(%) 
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図6. 予想されるバイスタンダー属性ごとの転帰・予後の割合の年次推移(%) 
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平成 29-31（令和 1）年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

『市民によるＡＥＤのさらなる使用促進とＡＥＤ関連情報の取扱いについての研究』 

分担研究報告書 

 

児童生徒の学校管理下心停止に関する研究 

 

研究分担者	 太田	 邦雄	 金沢大学附属病院小児科 

研究協力者	 清水	 直樹	 聖マリアンナ医科大学小児科 

	 	 	 	 	 	 新田	 雅彦	 大阪医科大学救急医学教室 

	 	 	 	 	 	 三谷	 義英	 三重大学小児科 

 

研究要旨 

児童生徒の心臓突然死は稀ではあるが、家族、学校、地域への影響が大きく、学校保健上

の重要な課題である。またその予防と治療は、イベント後の集中治療及び後遺症治療などの

費用、遠隔期の療養福祉費用の削減の上からも重要である。 
学校管理下の児童生徒の心臓突然死の発生率は、AEDの使用が市民に解禁された 2004年

以降急な減少傾向にある。さらに“学校突然死ゼロ”キャンペーンが国内外で提唱され、各

種スポーツ大会での救命例も報道されるなど近年その傾向は維持されているように思われ

る。 
日本学校保健会の調査によれば、平成 24年度〜28年度の 5年間に学校管理下で児童生徒

に AED による電気ショックを施行した人数は、小学生 32 名、中学生 54 名、高校生 61 名
であり、その多くがプールや運動場、体育館で発生していた。後遺症を残すことなく復帰し

た例は小学生 23 名（71.9％）、中学生 34 名（66.7％）、高校生 36 名（64.3％）であった。
しかしながらこれらの詳細な検討は調査の性格上困難である。 
本研究では病院ベースの児童生徒の院外心停止データベースを作成して、その期待に答え

よとするものである。全国の日本小児循環器学会修練施設 140施設を対象に平成 27年 1月
1日から平成 30年 12月 31日までの 4年間の調査では児童生徒の院外心停止 119例が報告
された。またこれらの詳細な解析のためのウエブ二次調査システムを開発した。この病院デ

ータの解析から心臓検診へのフィードバックや発生状況、AED未使用例の理由等が明らにな
れば、学校突然死ゼロに向けた取り組みが一層前進することが期待される。 

 

小中学生の院外心原性心停止、いわゆる心臓突

然死は稀とされるが、家族、学校、地域への影響

が大きく、学校保健上の重要な課題である。また

その予防と治療は、イベント後の集中治療及び後

遺症治療などの費用、遠隔期の療養福祉費用の削

減の上からも重要である。 

学校管理下の小中学生の心臓性突然死の発生

率は、2004年以降急な減少傾向にある。“学校突
然死ゼロ”キャンペーンが国内外で提唱され、各

種スポーツ大会での救命例が公表されつつある

現在の、学校管理下心臓突然死の最近の動向につ

いては十分に明らかにされていない。 
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A．研究目的 

先行研究には 2005-09 年に院外心原性心停止
を来した小中学生を対象とした調査研究がある

１）。本研究によれば 58 例が登録され、学校管
理下における心停止例は 32 例(55％)、発症前経
過観例(F例)28例 48%、学校発症例中 F例 16例
(50%)。学校発症例は、by stabder-AED (92%は
教員が施行)が多く(38％vs 8％, p=.01)、社会復帰
率が良好で(69％vs 35％, p=.02)、運動関連例が
多く(84％vs 42％, p=.001)、学校内の場所は運動
場、プール、体育館が 84％を占めた。学校発症
例で by-AED を受けたのは、運動関連で多く

(41% vs 20%)、学校の運動関連 27例中 by-AED
を受けた割合は、F例 42%、非 F例 40%で差が
なかった(p=.93)学校管理外に比べて運動と関連
し、bystanderによる除細動率、社会復帰率が高
値であった。 
本研究では、その後の環境変化に伴った変遷を

明らかにしようとする病院ベースの全国調査で

ある。心臓検診との関連を解析することで心臓検

診の精度向上につなげる事も目指す。最終的には

学校突然死ゼロを目標とする。 
 

B．研究方法 

1．調査内容 

1）一次調査 

・病院レベルの小中高校生心原性院外心停止症例

全国調査 
・全国の救急搬送病院、小児循環器施設を対象 
・小中高校生の心原性院外心停止症例の登録 

2）二次調査 

（1）基本情報：都道府県、性別、年齢、学年、
人種 

（2）イベント情報：年月、時間、場所（学校内
の場所）、発症状況（運動との関連） 

（3）発症状況：目撃者の有無、心肺蘇生者、AED

使用の有無、使用者、発症から AED使用まで
の時間、AED使用回数 

（4）予後：自己心拍再開の有無、時期、生命予
後（１ヶ月生存）、二次予防の治療、１ヶ月時

の神経学的予後 
（5）疾患情報：最終診断名、診断方法、既往歴、
家族歴、前兆、学校心臓検診での異常の指摘の

有無、学校での管理区分、過去の学校心電図の

検討の有無、内容 
（倫理面への配慮） 

日本小児循環器学会倫理委員会で審査を受け

承認されている。 
 

C．研究結果 

小児循環器専門医修練施設・修練施設群内修練

施設（以下修練施設）を対象に、小中高校生の心

原性院外心停止症例を調査した。 
 
1）平成 27年 

修練施設 127施設に一次調査を行った。79施
設から回答があり、回収率 62％であった。 

 

 
症例数 男 女 

小学生 11 5 6 
中学生 9 8 1 
高校生 11 6 5 
合計 31 19 12 

 
2）平成 28年 

修練施設 140 施設に一次調査を行った。132
施設から回答があり、回収率 94.3％であった。 

 
 心停止 生存 死亡 

小学生 13 5 8 
中学生 15 9 6 
高校生 7 6 1 
計 35 20 15 
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3）平成 29年 

修練施設 129施設に一次調査を行った。全 129
施設から回答があり、回収率 100％であった。 
心原性院外心停止は 35名（うち心臓震盪 3名）

であった。 
 
4）平成 30年 

修練施設 137施設に一次調査を行った。全 137
施設から回答があり、回収率 100％であった。 
心原性院外心停止は 20名（うち心臓震盪 2名）

であった。 
 
全国の小児循環器修練施設を対象にした調査

では、平成 27年 1月から平成 30年の 4年間で
小中高校生の心原性院外心停止（心臓震盪を含

む）は 119例が登録された。 
今後、「研究方法 2）二次調査」に示した項目

について二次調査を行う。そのためのウェブ登録

システムを構築した（参考資料１）。 
 

D．考察 

平成 29年度報告の日本学校保健会の調査によ
れば２）、平成 24年度〜28年度の 5年間に学校
管理下で児童生徒にAEDによる電気ショックを
施行した人数は、小学生 32 名、中学生 54 名、
高校生 61名であった。このうち以前から心臓病
を指摘されていたのは小学生 12名（うち運動制
限あり 9名）（37.5％）、中学生 14名（うち運動
制限あり 14 名）（27.5％）、高校生 20 名（うち
運動制限あり 13名）（35.7％）であった。 
すなわち学校でAEDによる電気ショックが必

要となった児童生徒のうち、心臓病が指摘されて

いなかった割合は、約 3分の２であり、心臓検診
で指摘されなかった児童生徒も含めて、運動場所、

運動状況における学校救急の一層の充実が学校

突然死ゼロにむけた取り組みとして必要と考え

られた。 
今後二次調査では、疾患情報として最終診断名、

診断方法、既往歴、家族歴、前兆、学校心臓検診

での異常の指摘の有無、学校での管理区分、過去

の学校心電図の検討の有無、内容が項目としてあ

り、心臓検診へのフィードバックによる精度向上、

学校救急体制の強化に繋がるものと考えられた。 
 

E．結論 

日本小児循環器学会修練施設を対象とした平

成 27年 1月 1日から平成 30年 12月 31日まで
の 4年間の調査では、児童生徒の院外心停止 119
例が報告された。高リスク群を完全に把握するこ

とは困難であるが、発生状況、場所や、現場での

対応を含めた詳細な解析よって救命率の一層の

向上が期待できるため、詳細なデータベースの構

築が必須である。 
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